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1. はじめに
　皆さんそれぞれに想いも新たに新しい年を迎えられ

たことと思います。昨年、日本では初めての本格的な

政権交代が行われ、米国では初めて非白人の大統領が

登場するなど、実に歴史的大変化の年でありました。

これらの変化が、安心安全で持続性のある社会の実現

につながるよう大いに期待したいものです。

　私にとっても産総研の理事長に就任するなど変化の

大きい年でした。就任して早くも9 ヶ月が過ぎました

が、その間、内外の大学や企業、公的研究機関の方々

との意見交換や、産総研の研究ユニット長や部門責任

者との対話などを通して、産総研の憲章に謳
うた

っている

「社会の中で、社会のために」について思いをめぐら

せた一年でありました。

2. オープンラボ2009
　2009年10月15日、16日に産総研としては2回目と

なるオープンラボを開催しました。前回は2日間で、

3,000名を越える来訪者でしたが、今回も企業関係者

を中心に、ほぼ同数の方々の参加を得ました。産総研

は元々その分野ごとの研究戦略を公表しているうえ、

成果の発信も積極的に行っているつもりですが、実際

に研究現場を見て、研究者と意見交換することが、外

部の方にとって産総研を知る上で格別の効果があるよ

うです。いくつかの会場を訪ねてみましたが、将来が

楽しみなものが数多くあり心強く思いました。また産

業界からの問題意識をもった来訪者が多かったせい

か、いたる所で熱気のようなものを感じました。低炭

素社会、安心安全健康社会の実現を目指す、私たちの

メッセージはかなり発信されたものと思います。

　産業界はまだまだ景気回復とは言い難く、諸事節約

令が出ている状況にもかかわらず、多くの企業関係

者に訪れていただいたことには、少なくとも二つの

理由があるように思います。一つは、産総研TODAY 

Vol.9 No.6にも書いたことですが、産業界は今や産総

研などが生み出す先導的、基盤的研究の成果に大きな

期待を寄せていること、もう一つは“技術を社会へ”

という産総研の研究姿勢の評価が広がり始めているこ

とであると思います。

　期間中に何人もの企業経営者と会いましたが、皆さ

んが実にさまざまな課題を抱えているということを改

めて認識させられました。今現在の問題解決から新し
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い規格や標準への対応、将来の会社の柱となる事業の

模索などです。もちろん全ての企業のかかる要求にこ

たえることは到底不可能ですが、産総研としては企業

と問題意識を共有して、私たちが推進する、基礎研究

から応用、実用化研究までをカバーした「本格研究」

によって、多様な課題の解決に貢献したいという思い

を強くしました。

　私は、オープンラボ初日の基調講演および産総研

TODAY Vol.9 No.7で、一口に産学官連携といいます

が、それぞれのR&Dの意義には本質的な差があると

改めて認識したと述べました。「産」では、経営上の

必要性、経営からの要請が研究開発を推進する動機で

ありますが、「学」では、教育基本法に大学のミッショ

ンは、教育、研究、社会貢献であると打ち出されては

いるものの、研究をドライブしているのはやはり、知

的探究心でありましょう。では、産総研が属する「官」

ではどうかというと、それは国家社会からの要請とい

えます。社会の持続的発展のために必要ではあるが、

経済活動を旨とする企業や、学問の自由を尊ぶ大学に

任せていては十分な対応ができない課題が数多くあり

ます。これに敢
かんぜん

然と立ち向かうのがまさに「官」の役

割です。オープンラボは「産」や「学」の皆さんに、

産総研の研究についての理解を深めていただくのにと

てもよい機会だと思います。お互いの理解の上に立つ

産学官連携は、わが国のオープンイノベーションの最

も強力な推進策となるものと思います。

　来訪者からいただいたアンケートの答えには、産総

研の研究や情報発信のあり方へのさまざまな注文など

貴重なご意見がありました。中小企業さんと産総研が

協力して事業化に成功した事例展示コーナーは、もっ

と来訪者誘導を工夫するべきだったと、私も感じてい

ます。継続開催の希望も多数ありました。今後は、こ

れまでの経験を生かして、さらによいものにしていき

たいものです。

　さて、話を少し広げて産総研の一般公開について。

これは、産総研の活動を紹介し、地域の住民の方々に

産総研への理解をより深めていただくこと、ならびに、

青少年が科学技術に触れる機会を提供することで、科

学技術への理解増進を図ることを目的として開催する

ものです。最新の研究状況の展示も合わせて行います

ので、企業や大学からの見学者も多いようです。昨年

は、つくばだけでも6,000名、全地域センターを合わ

せると14,000名以上の方々の見学がありました。私は、

8月3日に開かれた臨海副都心センターの公開に行っ

てみましたが、教育熱心そうなお母さんに連れられた

小学生が、興味津々の様子で、産総研が生んだ癒しロ

ボット“パロ”に触ったり、万華鏡をのぞいたりして

いる姿が印象的でした。若い人の理科離れが問題視さ

れていますが、科学技術の素晴らしさを、楽しくわか

りやすく見せることによって、理科好きの子供たちを

増やすことにも貢献していると思います。この催しも、

今後大事にしていくべきでしょう。

　外部評価委員の先生に、産総研は成果の発信があま

りうまくない、よいことをやっているのだからもっと

積極的に、そして方法も工夫したらどうかと、いわれ

たことがあります。私も産業界にいたころ同様な感想

をもっていましたが、産総研の一員になってみると、

よく頑張っているとみています。しかし、学術的な発

信はよいとして、一般の人にもっとわかってもらう工

夫が必要なことを評価委員の先生の指摘は物語ってい

ます。日刊工業新聞で毎週月曜、特徴的な研究を紹介

する記事が連載されることになりましたが、このよう

なチャンスを増やす努力もしていくことが大切です。

3. ISO総会
　2009 年 9 月 16 日 か ら 18 日 ま で、 南 ア フ リ カ の

ケープタウンで開かれた第32回ISO（International 

Organization for Standardization、世界標準化機構）

総会に出席しました。私にとっては初めての出席で、

産総研に就任する前の昨年2月に就任した日本工業標

準調査会（JISC）の会長としての出席でした。

　国際標準が世界経済の持続的発展に、強いかか

わりをもちつつあるという印象を強くもちました。

オープニングでは、電気関係の標準化を担当する

IEC（International Electrotechnical Commission、

世界電気標準会議）や通信関係の標準化を担当す

る ITU － T（International Telecommunication 

Union,Telecommunication Standardization Unit、国



4 産総研 TODAY 2010-01

際電気通信連合電気通信標準化部門）の代表者に加え

て、WTO（World Trade Organization、世界貿易機関）

の代表も参加していました。WTOの代表は、世界貿

易の健全な発展のためには、国際標準が不可欠になっ

てきたと強調していました。

　気候変動問題など現在の地球規模の課題に対し、標

準化という活動を通して、いかなる貢献ができるかと

いった視点からの議論が多かったことも印象的でし

た。困難な課題であればあるほど、問題意識の共有や

研究開発投資の効率化に、標準化が役立つはずである

ということです。

　 低 炭 素 化 を 実 現 す る た め の IEA（International 

Energy Association、国際エネルギー機関）から

の 提 案 も 注 目 を 集 め ま し た。MRV（Measurable、

Reportable、Verifiable）方式という納得性の高い共

通の算定手法を策定し、それを使って世界共通の炭素

排出量を算出しようというもので、これまでのわが国

の考え方に近いものでした。

　私は、国際標準は国レベルの科学技術戦略や産業戦

略としても、企業の事業戦略としても、今や極めて重

要なものになっていると思ってきましたが、今回その

思いがさらに強くなりました。

　わが国もここ数年国際標準化に力を入れてきて、幹

事国の引き受け数なども増えてきました。しかし、欧

米のレベルにはまだおよばず、ここへきて中国、韓国

なども無視できない存在になりつつあり油断するわけ

にはいきません。幸いにも今度の総会で、日本規格協

会の武田専務理事が副会長に選出されました。同氏は

経済産業省の出身ですが、長年国際標準化機関で活躍

するなど国際的にとても評価の高い人です。日本国と

して、このように専門性を生かして国際的に活躍でき

る人をもっと数多く輩出する必要があると思います。

国際標準に関しても一種の南北問題的なものがあり、

先進国と発展途上国ではそれに対する姿勢に違いがあ

ります。先進国は世界の経済社会の公正で、公平な発

展のために有効なものであると考えるのに対し、途上

国は自国の産業をグローバル化していく上で避けては

通れないものと考え、先進国側に応分の協力を求めて

います。したがってこのような分野で日本人が指導的

な役割を担うことは、わが国の国際貢献という観点か

らもとても喜ばしいことで、私たちもしっかりサポー

トする必要があります。

　最近では産総研も国際標準化活動には力を入れてお

り、議長役を引き受ける人も出ています。過去はでき

上がった技術を標準にするということが多かったので

すが、最近では気候変動問題など発展途上の若い開発

課題に対して、標準化をうまく使って研究開発の効率

を上げようという形に変わってきているように思われ

ます。したがって産総研が関与する分野はますます広

がっていくものと思っています。

　ちょっと寄り道。昨秋発足した「高信頼性太陽電池

モジュール開発・評価コンソーシアム」は、参加し

た31の部材メーカーの製品競争力の抜本的な強化の

みでなく、評価法や診断法に関する新技術を国際標準

として提唱することも予定されています。このように

標準化の狙いを初めから計画の中に入れておくことが

重要だと思います。一体に、わが国のもの作りは伝統

的に、規格や標準づくりは他者に任せその上で誰にも

負けない仕事をする、というやり方が主であったよう

に思います。これでは技術進歩が激しく、かつグロー

バル化が進展してやまない今日にあっては、世界のス

ピードについていけません。また、一時的に優位に立っ

ていても、標準を抑えていなければそのうち逆転され

てしまうおそれがあります。したがって、研究の出口

戦略の一つとして、自ら標準を提唱していく姿勢が極

めて重要になってきていると認識するべき時代です。

　さらに連想を広げます。知る人ぞ知ることですが、

産総研は物理、化学、生物関係の多様な計測量の校正

機関としての役割を果たしています。キログラム原器、

メートル原器を管理していることは有名ですが、温度、

時間、電気量、測光放射量、物質量を含めた7つの基

本量計測のわが国の代表機関（National Metrology 

Institute of Japan）であり、世界的にも高い存在感が

あります。計測器メーカーなどの製品は、ここでの試

験、校正結果を基にして製作されます。日本製品は高

品質、という世界市場での評価を根元から支えている

のも産総研の役割の一つなのです。

　最近、技術の融合や対象とするべき技術分野の広が
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り、安心安全な意識の広がりなどのため産総研が標準

を作り、かつ認定する機能も充実することへの期待が

多く寄せられます。総合研究所としての産総研のメ

リットを存分に生かして、しっかりと取り組んでいき

たいものです。

4．米国、南アフリカなど
昨年5月のはじめ、米国を訪問しDOE（エネルギー省）

傘下の5つの研究所、

　・Sandia National Laboratory （SNL）

　・National Renewable Energy Laboratory （NREL）

　・Los Alamos National Laboratory （LANL）

　・Lawrence Livermore National Laboratory 　　

　　（LLNL）

　・Lawrence Berkeley National Laboratory （LBNL）

　 およびDOC（商務省）傘下の

　・National Institute of Standards and Technology 

　　（NIST）

と研究協力の覚書（MOU）を結びました。NREL、

NISTはそれぞれ文字どおり再生可能エネルギーおよ

び標準の研究所です。そのほかは、おのおの得意とす

るところは異なりますが、広い分野をカバーする総合

研究所です。ナノテクの先端研究設備も見学しまし

たが、その充実振りに感心しました。DOE長官のDr. 

Steven Chuの話を聞く機会がありましたが、ナノテ

クだけでなく、新材料、再生可能エネルギー、蓄電池

など、低炭素社会実現に必要な分野に、これから力を

入れてくるなと感じました。こちらも負けるわけには

いきません。よき協力・競争相手として切磋琢磨して

いきたいものです。その後、MOUに基づいて情報交

換、研究者の交流の準備が進んでいます。米国には世

界各国から優秀な研究人材が集まってきますので、産

総研から派遣される人も、彼らとの交流を通じて大き

く成長してくれることを期待しています。また、SNL

などがあるニューメキシコ州のニューメキシコ大学か

らは研修生の受け入れも予定しています。

　9月には、上述したISO総会出席に先立ち、南アフ

リカの3つの国立研究所、

　・Council for Science and Industrial Research      

　　（CSIR）

　・Council for Geological Science （CGS）

　・Mintek

を訪問し、産総研と3研究所との初のワークショッ

プを開きました。CSIRは総合研究所、CGSは地質、

Mintekは資源、鉱山関係の研究所です。私は初日し

か出られませんでしたが、当方から出席のコーディ

ネータや研究者とよい情報交換ができたようです。資

源国としての強みを生かしながら、産業発展の基礎力

を高めたいという意気込みがありました。すでにいく

つかの共同研究が進行中ですが、先方の産総研との連

携強化の意欲は相当なもので、これに応えていきたい

ものです。ワークショップ前日に会った政府高官から

は、再生可能エネルギー（太陽電池や太陽熱の利活用）、

石炭液化や燃料電池での改質効率向上のための触媒技

術などに強い関心が示されました。なお、小沢大使を

はじめ日本大使館の皆さんにもたいへんな理解と支援

をいただきました。有り難いことです。地理的には離

れていますが、連携の実を上げていきたいものです。

5．余話として
　私は、文部科学省の科学技術・学術審議会の委員を

2年以上前から務めています。そこで何度か、近年、

若い研究者が外国の大学や研究機関に武者修行に行き

たがらない、という話が出てきました。キャリアデベ

ロップメントの上で得にならないとか、日本の研究環

境もよくなってわざわざ外国まで行く必要性がなく

なっているとか、交通通信手段の発達で交流が容易に

なったためとか、理由はいろいろ考えられますが、詰

まるところは、若い人のチャレンジ精神、ハングリー

精神が希薄になったためではないかという意見が多勢

を占めていたように思います。これは日本国としても

残念なことで、活性化策を考える必要を感じます。大

学は研究室改革をしっかりやってもらわねばなりませ

んが、産総研としても、世界的に活躍する人材の輩出

策を強化していきたいと考えています。
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瀬戸　第17回の本格研究座談会を始
めさせていただきます。今日は「標準」
というキーワードで議論を深めたいと
思います。まず松田工業標準部長にお
話いただいて、その後、各研究者から
研究をベースにした標準に関するお話
をしていただきます。松田さん、よろ
しくお願いします。

標準化活動の意義とメリット

松田　標準化活動というのは今、産業
界でもとても重要なテーマになってい
ますが、現実には、いろいろなレベル
や機関での作成活動があります。まず
自由な産業活動の中でつくられてくる
規格があって、それが団体規格、社内
規格というものです。それらを国レベ
ルあるいは世界レベルで、コンセンサ
スに基づいてまとめていくと、いろい
ろな呼び名の標準ができ上がります。
こうしたコンセンサス標準をまとめて
いく上では、生産者、消費者、中立者
という利害関係者の調整が重要です。
　こうした中で、産総研の役割は「イ
ノベーションハブ機能」を果たすこと
だと考えられます。そのためには、一
つには産学官連携の推進、もう一つは、
国家計量機関（NMI）としての役割
を果たすこと。この両方の役割をうま
く組み合わせることがポイントです。

　具体的には、標準化フォーラムの主
催、中立者としての国内産業界のとりま
とめ、それから、国際幹事や議長（コン
ビナー）を引き受けてまとめていく。な
お、世界といっても東アジア地域、アジ
ア諸国との連携を強め、コンセンサス
を得る仲間をつくりながら標準化を進め
ていくことも重要な戦略かと思います。
　標準化活動の効果には大きなものが
あります。規格文書というのは、研究
論文よりも産業界へのインパクトが大
きいですし、標準化活動においてバッ
クデータとして論文を活用できます。
それから、標準原案作成での議論は、
実用的・国際的な視点が加わることに
より、研究開発へのフィードバックが
かかります。また、産業界のニーズに
接する機会が増える。それから、コン
センサス標準をつくる活動を通じて、
国際的な協調的関係が構築できるとい
うメリットもあります。今日の本格研
究の事例は、こうした前提に立って進
めてこられたものと思います。
　研究開発と標準化を一体的に推進す
ることが大事だと言われ続けてきまし
た。かつては研究開発が終了していろ
いろな技術要素が出てきてから、それ
を標準化という形でとりまとめるのが
一般的でした。しかしそれをやってい
ると、いろいろな方向に技術が発散し
ていくので、改めてまとめあげるには

時間がかかりすぎます。
　わが国の国際技術競争力がとても強
くなって、発言力が増してきているわ
けですが、それにもかかわらず標準化
の遅れで、欧米各国から圧力をかけら
れる場面も多々見られます。そうした
ことがないように、研究開発段階から、
国際標準化のシナリオを念頭におい
て、必要に応じてラウンドロビンテス
ト（同一の試験材料について、複数の
試験機関において同一の方法で試験を
実施し、その結果を比較すること）も
進めながら早く標準化を進めていくの
が大切だと思います。さらに、事業化
のR&D戦略という意味でも、標準化
と特許の役割バランスを考慮したオー
プンイノベーションが重要になってい
ます。これらを通じて、本格研究もよ
り効果的に進められるのではないかと
考えています。

瀬戸　ありがとうございました。議論
を進めたいと思いますが、まず私から
一つ。研究開発と標準化の一体的推進
ということでは、産総研の中にどうい
うスキームをつくっているのか、具体
例があったら教えてください。

松田　産総研での標準化の予算的な手
当ては、標準化基盤研究開発制度とい
う形で、2008年度まで戦略予算が付

座談会：　

標準が日本の信頼性を保証する
野間口 有

松田 宏雄
 
山下 信義
櫻井　 博
小畠 時彦

小野 晃
瀬戸 政宏
石井 武政
藤田 茂

理事長

産学官連携推進部門 次長
工業標準部 部長（兼）
環境管理技術研究部門
計測標準研究部門
計測標準研究部門

副理事長
理事・広報部長（司会）
広報部　審議役
広報部　出版室　室長	
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いていました。2009年は、分野にそ
れぞれ分けて担当理事の裁定で決める
形になっています。
　標準化に関わる外部予算制度とし
ては、経済産業省の委託による基準
認証研究開発支援があって、今年か
ら国際標準化共同推進事業に名前が
変わっています。さらに、NEDO独
自にプログラムを組んで研究開発し
てきたものの中に、標準化を組み込
んで、予算の手当てもしながら進め
る制度もあります。
　これら三つの制度を通じて、研究者
の皆さんに研究開発と標準化を同時並
行的に進めていただけるように努力し
ています。工業標準部では、評価部が
主宰する評価委員会などを傍聴してさ
まざまな研究現場の進展を把握した
り、あるいは工業標準化ポテンシャル
調査を行い、国際標準化を推進する
フェーズに来ているかどうかを見極め
ながら進めています。

理事長　私は、国の知的財産戦略本部
員として、知財の中で標準というもの
を忘れてはいけないと言ってきました
が、かつては、こういう認識がまった
くなかったのです。標準などは、一度
何か決まってしまうと、もう二度と
触ってはいけないもの、という時代が
あった。しかし、松田さんがおっしゃ
るとおり、技術戦略という視点に立っ
た標準化が重要という認識がだんだん
広がりつつあると思います。

有機汚染物質の環境計測標準化

瀬戸　次に、山下さんから、環境分析
化学分野の国際標準化についてお願い
します。

山下　産総研には、国際標準化会議の
コンビナー（技術委員会作業部会の議
長）を務めている方は多数いますが、
その中で環境計測に関するコンビナー
は私だけです。そういう状況ですが、
2004年から2009年の間に2件の国際
標準、ISO25101とISO24293を作成す
ることができました。
　ここでは環境に残留しやすい有機汚
染物質の一つであるペルフルオロオク
タンスルホン酸（PFOS）を例に説明
させていただきます。これは最近特に
注目されている国際的な管理が必要な
化学物質です。安定な有機フッ素化合
物で、これまでの有害化学物質と同様
に、化学的にとても安定なので、環境
中に残留しやすい。逆に言うと、物理
的・化学的特性に優れていて、工業的
にとても使いやすい物質なのです。界
面活性剤、はっ水加工剤、表面改質剤
など、数限りない用途に使われてきま
した。
　この問題は、1938年のテフロンの
発見から始まる問題で、異なる方法
で3M社とデュポン社によって製造さ
れました。PFOSが野生生物から検出
されたのが2000年です。これを受け、
3M社がスコッチガードの事業から撤

未知現象を観察、実験、
理論計算により分析し
て、普遍的な法則や定
理を構築するための研
究をいう。

複数の領域の知識を
統合して社会的価値を
実現する研究をいう。ま
た、その一般性のある
方法論を導き出す研究
も含む。

第1種基礎研究、第2種
基礎研究および実際の
経験から得た成果と知
識を利用し、新しい技
術の社会での利用を具
体化するための研究。

標準化活動は、
論文よりも産業界への

インパクトが強い。
実用的・国際的な
ニーズがわかり、

研究へのフィードバック
もかかる。

松田 宏雄
まつだ ひろお
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退しました。
　この間さまざまな国際的なプロジェ
クトがあり、私は、2000年にNEDO
プロジェクト「PFOS関連物質の分析
法確立・危険性評価に関する研究」を
スタートさせました。これはPFOSの
評価に関する国内初のプロジェクトで
す。
　その後、さまざまな規制が行われ、
PFOSは2002年に化審法（化学物質
審査規制法）の第二種監視化学物質に
なり、その後、EUによるPFOS規制、
2009年5月には国際的な化学物質規制
において最も重要なストックホルム条
約の製造、使用、輸出入の制限を記述
した付属書B掲載物質に指定されまし
た。今、国内産業界は経済産業省・環
境省・厚生労働省の所管でさまざまな
対応をとっている状況です。
　私の標準化の動機は、化学物質が国
際的に規制されるときに、安全性評価
に必要なデータの質（quality）をどう
担保するかということです。例えば日
本がRoHS規制に対応する製品中の電
子機器に入っている化学物質が規制値
以下であるという測定データを出した
としても、その質を誰が担保するのか。
実際の話、出したデータが本当に正し
いかどうか疑義が出てくる状況です。
そういうときに国際標準というものが
必要になってきます。そこで、国際的
な標準分析法を確立して、誰が使って
も正しい値が出るような国際的標準分
析法をつくろうというのが2005年に

スタートし、私がそのコンビナーの役
割を担いました。
　分析方法は比較的簡単で、例えばダ
イオキシンなどと比較するととてもシ
ンプルなものです。ただ、PFOSはフッ
素系の化学物質で、いまやテフロンや
フッ素樹脂を使わない材料や製品は存
在しないわけです。そのため、PFOS
の分析を始めた企業や機関が最初に直
面したのが、分析精度の確認がとても
難しいということでした。
　そこでISOとしていろいろ活動して
いき、9カ国13機関の参加により精度
管理試験を行い、最終的に2009年3月
1日にISO25101として世界19カ国の賛
成の下に発行することができました。
　PFOSをこれまでの有害化学物質で
あるPCBと比較した場合、物理・化
学的特性の異なったさまざまな化学物
質が入ったグループで、一部は揮発性、
一部は難揮発性、一部は半揮発性です。
地球規模の動態を知るには、さまざま
な研究や調査が必要です。包括的な知
見が必要になってくる化学物質といえ
ます。
　私一人の研究では難しいので、私の
アプローチと研究に賛同してもらえ
る研究機関を募りました。その結果、
アメリカ、ドイツ、日本、中国、ス
ウェーデン、インド、カナダ、ポー
ランドなど23カ国の研究者が集まり、
彼らと1996年から国際共同研究を進
めています。この国際プロジェクトは、
UNEP（国連環境計画）や世界銀行な

どが介在しているIGBP（地球圏・生
物圏国際協同研究計画）の二つのプロ
ジェクトの下で進めています。
　国際的な化学物質規制に合致しない
工業標準は、世界展開は不可能です。
つまり、国際的な化学物質規制に関す
る「環境計測標準」が一方にあり、も
う一方に「工業標準」があるわけです。
例えば光触媒の工業標準ができると、
これに関する材料や素材に関して、そ
れがもし国際的化学物質規制に合致し
ないという判断になれば、それは国際
的な産業活動には使えないことになる
のです。
　ですから、これは私の意見ですが、
産総研のポテンシャルを用いて工業標
準を多数つくっていくのは最低限重要
なことですが、ポイントは、それが国
際的な化学物質規制に合致するかどう
かです。その大元となるのが国際的な
環境計測標準ですから、逆にそれを押
さえることは、さまざまな工業標準を
世界展開する上で重要な布石になると
思われます。

理事長　光触媒の工業標準、国際規格
みたいなものはあるのですか。

瀬戸　それは今、産総研 環境管理技術
研究部門の竹内副部門長がコンビナー
になって作成作業を進めています。

理事長　国際的な大研究チームを率い
るといった責務が必要になるのはわか
りますが、なぜその標準化はできたの
ですか。最初に提案したからできたの
か、それとも何かブレイクスルーが
あったのですか。

山下　具体的なブレイクスルーがあっ
たのです。フッ素系の樹脂というのは
すべての環境中に存在します。ですか
ら、機器分析の支障となるバックグラ
ンドが高いのです。一般の分析機関で
は10 ppbのレベルで測れても、誰も

国際的な化学物質規制に
合致しない工業標準は、

世界展開できない。
だから、環境計測基準を押さえる

ことが、重要な布石となる。

山下 信義
やました のぶよし
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そのバックグランドが下げられなかっ
た。私の着ている服にもフッ素系樹脂
は入っています。そのバックグランド
を下げて高感度分析を可能にする技術
を産総研の私たちが開発しました。そ
こがブレイクスルーです。

理事長　そこが重要なところですね。

小野　世の中に分析化学者はたくさん
いて、よい仕事をしている人もいます
が、標準化までもっていく人は少ない。
そういう意味でも山下さんの仕事は価
値があると思います。

理事長　私が三菱電機にいた時、高電
圧の分野のコンビナーがいました。分
厚い書類が何十通と来るらしい。会社
の仕事に迷惑をかけてはいけないとい
うことで、彼は土日返上でやっていま
した。代理が利かないので大変だと
言っていました。山下さんの場合は
もっと大変だったようですね。

ナノ粒子の標準から排ガス規制へ

瀬戸　ありがとうございました。続い
て櫻井さん、気中浮遊ナノ粒子計測の
ための標準についてお願いします。

櫻井　気中に浮遊するナノ粒子の計測
器は1970年頃から2000年頃にかけて
製品化され、そのような計測器を使
えば、粒径が10 nm以下の極めて小
さな粒子でも、大きさと個数濃度が容
易に測定できます。こういう話をする
と、「本当にそんなことができるので
すか？」と驚く方がいらっしゃいます。
先輩たちが築き上げた第1種基礎研究
の成果です。
　一方、世の中では、空気中のいろい
ろな粒子が悪さをし、人間の健康にも
影響している、あるいは、しているよ
うだといわれています。それなのに、
こういう計測器がほとんど役に立って

おらず、とても残念だと思っています。
高い潜在能力を持ちながら、それが一
般に認知されておらず、活用もされて
いない。
　粒子の計測というと、粉体の計測や
液中粒子の計測もあり、産業界では比
較的大きな市場がありますが、空気中
の粒子の計測はとても小さな市場しか
ありません。その中でも大きな割合を
占めるのは産業用のクリーンルームで
使われる粒子カウンターで、世界全体
でだいたい100億円程度の市場規模と
いわれています。もっと小さい粒子を
測るナノ粒子計測は、ほとんど研究用
のみで、市場はさらに小さい。この意
味で、ナノ粒子計測が「死の谷」にあ
ると思います。
　ナノ粒子の計測技術が普及しない要
因を私なりに考えてみると、性能評価
のための基盤技術が整備されていない
ことがその一つだと思います。そんな
状態のナノ粒子計測に訪れた転機が、
ヨーロッパの自動車排ガス規制でナノ
粒子計測器を使うという提案です。最
初は測定の信頼性についての疑問が多
く出たのですが、実証実験を重ね、そ
れほどひどい測定法ではないという認
識が広まって、今では使ってもいいだ
ろうという状況になりつつあり、ヨー
ロッパの規制ではナノ粒子計測器の導
入が決定されています。
　もともと排ガス粒子の測定というの
は、粒子をフィルターに集めて質量を
測っていましたが、その方法ではとて

も測れないくらい排出量が減っている
のが現状で、代わりに提案されたのが
数を数える方法なのです。しかし、新
たな測定法を導入して規制を始めると
きに、その精度を保証するための基盤
をしっかり確立してほしい、というの
が産業界の要請でした。日本はヨー
ロッパに数多くの車を輸出していて、
産総研に粒子の個数濃度の計量標準を
開発してほしいという依頼があったの
だと思います。この開発のために、ちょ
うどその頃、私が産総研に採用された
のです。
　精度保証に必要な社会基盤というの
は、具体的には粒子の計量標準がその
一つで、それは粒径測定のための計量
標準や濃度測定のための計量標準とい
う、正確な“物差し”です。そしてさ
らに、その標準の“使い方”も確立し
て、計量標準とセットにして提供する
必要があります。
　私が担当して開発した粒子の個数濃
度の一次標準ですが、簡単に言えば、
粒子を帯電させて、それを粒子フィル
ターの入った容器に吸い込んで、そこ
からさらに電線を延ばして電流計につ
ないである、というものです。その電
流を正確に測ることと、粒子を運んで
くる空気の流量を正確に測ることで、
個数濃度を正確に求める。2007年に
国家計量標準を完成させ、それをもと
にして2008年3月から産総研で校正
サービスを開始しました。
　この計量標準をつくりながらだんだ

ヨーロッパの自動車排ガス規制が
2011年から始まる。

そのために必要なISO規格や
校正事業者育成など

基盤の整備は遅れ気味だが、
間に合わせるべく

対応策が進行中だ。

櫻井　博
さくらい ひろむ
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んと見えてきたのは、単に計量標準を
つくっただけでは世の中で広く使って
もらえない、計量標準が普及するには、
取扱い方法を文書標準として明確に記
述し、また、取扱い方法を理解して上
手に運用できる人を育成しなければな
らないということです。
　産総研で校正できる件数はたかが
知れていて、せいぜい年間数件です。
将来、世の中でどれくらい校正サー
ビスが利用されるかわかりませんが、
いずれにせよ、校正事業者に仲介し
てもらい、産総研で校正した機器を
校正事業者が二次標準として使って、
一般ユーザーの計測器の校正をして
いくことになると思います。そのた
めには、文書標準（規格）と人材育
成が必要になるはずです。
　この二つが現在進行中で、一つは
ISO規格の作成です。私は副コンビナー
として規格作成に参加しており、産総
研の校正サービスを立ち上げるときに
培った技術を規格文書に反映させてい
ます。あとは、国内でも校正事業を順
調に立ち上げてもらえるように、規格
作成の初期段階から、国内の校正事業
者になろうとしている企業の方たちを
誘ってISO活動に加わってもらってい
ます。校正事業者の育成としては、共
同研究や技術指導を通じて産総研のノ
ウハウを提供しています。目標は、産
総研とほぼ同レベルの校正サービスが
できるようになってもらうことです。
　こうした計量標準の開発もあり、気
中に浮遊するナノ粒子計測器の性能評
価や精度保証では、産総研は世界の
トップレベルにあります。粒子の計量
標準には主に二つあり、一つは大き
さ（粒径）の標準。それは産総研とア
メリカの国立標準技術研究所（NIST）
だけが供給している国家計量標準で
す。あと一つは量（個数濃度）の計量
標準で、産総研が世界で初めて整備し
て、その後、スイスとイギリスが整備
しました。どちらの標準についても、

産総研の標準が他国に比べてより高精
度であり、世界でトップです。

理事長　自動車の排ガスとかハウスダ
ストとか、ぜんそくの人にも朗報です
ね。

櫻井　粒子が関係すると思われるいろ
いろな問題をしばしば耳にするのです
が、まだまだ貢献できていないところ
に忸

じ く じ

怩たる思いがあります。

理事長　ここまでできていると、よい
アプリケーションがあったら、ぜひ欲
しい気がしますね。

小野　先ほどの山下さんはラウンドロ
ビンの仲間をつくっていたのですが、
櫻井さんの場合には、NISTと産総研
との間の国際比較を進めたということ
ですね。

櫻井　粒径の国際比較は私自身の仕事
ではありませんが、おっしゃるとおり
産総研とNISTとで行いました。個数
濃度の国際比較は準備作業が昨年始
まったところで、ヨーロッパで進めら
れていますが、特別に産総研も加わっ
ています。

小野　イギリスやスイスと日本との比
較はいかがでしたか。

櫻井　比較の結果はよく合っていて、
産総研は不確かさがとても小さい。実
力では産総研が一番だと思います。

小野　NISTとの粒径の測定はどうで
したか。

櫻井　よく合っていました。100 nm
の粒子を比較して、わずか0.1 nmの
違いでした。

瀬戸　校正事業者の育成は、どんなス

ピードや規模で行っているのですか。

櫻井　規模については中小企業1社、
大企業1社です。まだどれだけ校正の
需要があるかが読めないので、間違い
なく将来校正サービスを行う企業だけ
と進めています。スピードについては、
確かヨーロッパの自動車排出粒子の個
数規制が2011年から始まることが決
まっていて、ヨーロッパも基盤整備が
間に合うのかどうか？という進捗状況
だと思います。ヨーロッパで校正事業
者の育成を行っているかどうかはわか
りません。日本は2011年には間に合
わせたいと思います。
　校正事業者は自分たちの校正能力を
証明しなければなりませんが、方法が
妥当であることの証明には、ISO規格
を採用するというのが有効です。その
ISO規格は作成作業が始まったばかり
で、おそらく2011年には間に合わな
いのですが、規格作成の議論に初期段
階から参加してもらうことで、規格の
完成と同時に“ISO準拠”と校正事業
者が宣言できるようにすることを目指
しています。

理事長　「影響する因子をすべて洗い
出し、誰もが納得する方法で解決する」
というのは、一つの壁を乗り越えると
きのわりと汎用的な方法論だけど、こ
れを忠実にやるのが大変ですよね。こ
の考えを徹底できる人は、どこに行っ
ても通用すると思います。この場合、

「すべて」というと、どのくらいある
のですか。

櫻井　6 〜 7項目かと思います。それ
ぞれ技術的な難易度は中程度で、特別
に難しいわけではありません。

理事長　しかし、それを網羅的に引き
出すのは簡単ではない。一つ忘れたり、
ちょっと面倒なものは無視したり、そ
ういうことをしがちだと思いますが。
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小野　計量標準の仕事というのは、つ
まみ食いが許されない世界なのです。
論文はおいしいところだけをつまんで
発表できるけど、計量標準の場合、そ
れが許されないという特徴があります。

理事長　昨年秋から日刊工業新聞で毎
週月曜に産総研の研究を紹介するコー
ナーができましたが、新聞で取り上げ
てもらいたい人が産総研からどんどん
出てきますね。

アジア圏をリードする圧力標準

瀬戸　続いて小畠さんに、圧力標準に
ついての話題提供をお願いします。

小畠　圧力計測というのは社会や産業
界で広く行われていて、圧力の計量標
準というのはそれらの基準となる重要
な役割を担っています。私たちの部署
では現在、わが国の圧力標準の開発・
設定、そして設定した圧力標準の維持・
管理と供給、圧力標準をさらに高度化
するための研究開発、国際比較による
それら標準の国際同等性の確保、さら
に国内のトレーサビリティ体制の整備
と技術基準・規格の作成というテーマ
に取り組んでいます。
　圧力計測が関連する分野の一例です
が、大気圧測定を行う気象観測。気象
庁に対しても私たちの標準値を供給し
ています。それから気圧高度計、空調、
環境測定、また自動車・内燃機関・タ
イヤゲージなどの圧力管理、各種製造・
プラント設備、あるいは医療・健康管
理では血圧計や陰圧室など、あげれば
切りがないほど幅広い分野で使用され
ています。
　そのために、各種圧力計測の信頼性
の確保が課題になってきますが、それ
らの評価のためには、基準となる圧力
標準だけでなく現場で用いられる技術
規格も大事になってきます。
　まず圧力標準の構築についてです

が、わが国の計量標準のトレーサビリ
ティの頂点に位置する機関が産総研の
計量標準総合センター（NMIJ）で、
最高精度の国家計量標準を整備してい
ます。圧力標準だけでなく、幅広い計
量標準を扱っており、国家標準の開発、
設定、範囲拡大、高精度化などに取り
組んでいます。
　圧力の種類には、大気圧との差を表
すゲージ圧力、絶対圧力、差圧があり
ます。それから圧力の媒体に関して
は、気体と液体という二種類がありま
す。圧力標準の範囲ですが、圧力標準
器群を用いて、現在、大気圧の10万
分の1の1 Paから、大気圧の1万倍の
1 GPaまでの9桁に及ぶ広い範囲で国
家計量標準を実現しています。
　これらの圧力標準の維持・管理・供
給の業務は、国際規格ISO/IEC 17025

「試験所及び校正機関の能力に関する一
般要求事項」に準拠して行っています。
　圧力というのは質量、長さ、時間と
いった基本量から組み立てられる「組
立量」なので、多くのパラメータの測
定と、それぞれのパラメータが国家計
量標準へトレーサブルになっている必
要があります。具体的には、NMIJの
中の幅広い国家計量標準から参照とな
る値の供給を受け、私たちのところで
組み立てるという作業を行っています。
　JISでも規定されている重

じゅうすいがた

錘形圧力
天びんは、圧力を安定に発生する標準
器です。校正のためには、2台の装置
を配管でつないで、平衡状態を高精度

に観測します。一つの標準器でカバー
できる圧力範囲は限られているため、
範囲毎に複数の標準器を組み合わせ
て、群管理により低圧から高圧までカ
バーするという形をとります。
　圧力標準の供給についてですが、
当所から社会、産業界への供給は、
NMIJの校正サービスによって行われ
ています。
　これらの校正サービス業務の質につ
いては、製品評価技術基盤機構から認
定を受けています。これにより、私た
ちが主張している校正・測定能力（最
良の不確かさ）が国際的に担保されま
す。現在、圧力校正サービスの実施件
数は、平均すると年間40件程度です。
一つの校正に1週間から2週間かかり
ますので、相当な時間をかけているの
がおわかりいただけると思います。
　標準供給だけでなく、圧力標準、比
較校正、供給技術の高度化のための研
究開発も行っています。国内外の機関
との協力も実施しています。比較校正
をより高精度に行う方法については、
NISTとの共同研究を進め、最終的に
は論文という形で公表しましたが、そ
の方法はNISTが公式に出している出
版物にも記載され、世界中の機関で採
用が進められています。
　それから、デジタル圧力計の特性評
価技術の開発があります。デジタル圧
力計というのは、在来の圧力標準器に
比べて安定性に問題点があると言われ
ていたのですが、日本や米国の企業で

圧力標準の整備は、
単に装置をそろえれば
できる仕事ではない。

比較校正技術において、
産総研は世界のトップレベルを

走っている。

小畠 時彦
こばた ときひこ
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の新しい技術開発もあり、産総研で開
発した特性評価技術を用いて適切な補
正を行えば、在来の標準器に匹敵する
性能が得られるものも出現していま
す。私たちが開発した評価技術は、実
際の国際比較でも利用されています。
　また、圧力標準の新しい供給方法と
して、NEDOのプロジェクトにおいて、
圧力の遠隔校正技術の開発を行いまし
た。これは、デジタル圧力計に関する
成果を利用したもので、ユーザーの負
担軽減を図るための供給方法です。現
在開発を進めて、圧力標準トレーサビ
リティの拡充のために利用できないか
検討しているところです。
　さらに私たちがつくりあげた圧力標
準が、国際的に見てどの程度正確な
ものなのか、つまり国際同等性の確
認をするために、国際度量衡委員会

（CIPM）、あるいはアジア太平洋計量
計画（APMP）のもとで多くの国際比
較に積極的に参加し、また、その実施
に協力しています。これら国際比較の
結果は、国際度量衡局のデータベース
に登録され、圧力標準の国際同等性を
示す技術エビデンスとして広く利用さ
れています。
　圧力の国際比較の一例として、100 
MPa範囲の液体圧力標準の国際比較
があります。産総研は、アジア地域を
代表してCIPMの国際比較に参加しま
した。産総研の結果は、他機関の結果
とよく一致し、また不確かさも他機関
と比較して遜

そんしょく

色ないことから、私たち

の整備している圧力標準の優れた国際
同等性を示すことができました。また、
産総研はアジア地域において、同じ圧
力範囲でのAPMP国際比較に幹事機
関として参加しました。参加機関は全
部で17 ヶ国の標準機関でした。デジ
タル圧力計を利用したシステムを仲介
器に用いて、比較的短期間に結果をと
りまとめ、報告しました。
　このように、APMPの国際比較の
中で産総研が幹事機関として参加した
ものが、ほかの圧力範囲も含めて五つ
ほどあります。幹事機関は、各国の参
加機関との調整、実施スケジュールの
作成、測定手順書の準備、仲介器の準
備と特性評価、結果のとりまとめ、最
終報告書の作成、報告書レビューへの
対応というさまざまな作業をする必要
があります。
　したがって、これら国際比較の参加
と実施を通じて、わが国の圧力標準の
国際同等性を確認するのはもちろんの
こと、国際的な圧力標準の整合性の確
保、すなわち世界共通の物差しの実現
にも貢献しています。
　さらに、国内のトレーサビリティ体
系の整備と、それに関わる技術基準の
作成にも取り組んでいます。また、デ
ジタル圧力計の特性試験方法および校
正方法のJIS規格に関しては、私は技
術主査として作成に協力しました。現
在、経済のグローバル化に伴って国際
相互承認という枠組みができてきてい
ますので、そういうものも含めた国内

外の動向を見ながら、今後のトレーサ
ビリティ体系の構築とさらなる改良に
協力したいと思っています。

理事長　一通りの設備があればどこで
もできると思いますが、世界でトップ
レベルだと認められて、相互承認を日
本とやる価値があると認めさせたのは、
高度化のための研究を進め、世界の人
から認められるレベルを超えたからで
すね。レベル以下の機関は世界にたく
さんある。でも、そこから一つ抜け出
して、世界に「小畠あり」、「産総研あ
り」と言われるところまで行かないと、
死の谷は越えられないわけですね。
　その境地に達したのは、高度化のた
めの研究開発を進め、その信頼を得た
のだと解釈してよいわけですか。

小畠　設備としてある程度のものを揃
えれば、最低限のことはできると思い
ます。しかし、国家計量標準の設定は、
モノを買ってきただけではできないの
です。この分野では、比較校正をいか
に高精度に行うかが、一つ大きな課題
になります。そういう意味で、現在、
産総研は世界でトップレベルの比較校
正技術をもっているのです。

小野　デジタル圧力計を用いた仲介器
というのは、圧力の国際比較をすると
きに移送している装置です。これをき
ちんと評価して、安定性がよいことを
産総研が評価したものですから、「こ
れで計って、データを送ってください」
と言えるわけですね。

小畠　なぜ精度の高い圧力天びんを使
わずにデジタル圧力計を使ったのか。
その理由は、国際比較には広範囲な地
域から、さまざまな国が参加してきま
すので、重量のある圧力天びんだと輸
送費もかかりますし、仲介器が一つし
かないと各国の巡回に相当な時間もか
かります。しかし、デジタル圧力計を

製品は1回きりだが
標準は長く生き続ける。
環境対応・国際貢献の時代は、
優れたモノだけでなく、
信頼も売る戦略がカギとなる。

野間口 有
のまくち たもつ
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用いた仲介器があれば、まず重量をか
なり軽くすることができます。圧力天
びんはおよそ200 kgあり、それがお
よそ30 kgで済みます。これを3セッ
トつくって、効率的に各国に回すこと
によって、国際比較の期間の短縮と輸
送費の削減が可能となり、多くの国が
参加しやすくなったのです。

理事長　遠隔校正技術でも、デジタル
圧力計がカギになっているのですか。

小畠　これまでは「持込み校正」といっ
て、校正依頼者が現場から私たちのと
ころに校正器物を持ち込むのが通例で
した。その間、依頼者の現場には標準
器が不在となるので校正作業ができま
せん。また、持ち込んで持ち帰るため
の労力も必要になります。これらの問
題を低減するために、新しい標準供給
方法として、デジタル圧力計を用いた
遠隔校正技術の開発を行いました。

理事長　それが産総研から仲介器を送
るという新しい方式なのですね。

小畠　はい。この仲介器の中には、全
自動で圧力を発生する機能や計測する
機能が入っていて、現場で校正器物と
つないでいただければ、校正作業は基
本的には全自動ででき、校正データも
インターネットを通じて校正機関で取
得できるのです。

理事長　これは校正方法のイノベー
ションですね。これもブレイクスルー
の一つですね。確か新聞発表もしてい
ましたね。

小畠　2007年です。中国に進出して
いる日系企業に対して圧力校正サービ
スを行う、と発表しました。

小野　そういう遠隔地では、すごくメ
リットがあるわけですね。

標準という価値を活かそう

理事長　モノづくりの成果というのは
製品とか形のあるものとして出てくる
が、標準というのは、それを評価する
手段ですね。製品は1回きりですが、
標準というのは、それが生きている間
はずっと使われるので、社会貢献とい
う点ではとても意味が大きいし、日本
の国際貢献という意味でも高く評価さ
れるべきだと思います。
　日本の産業界の仕事の仕方として、
モノをつくって売ることで成長してき
ましたが、今後はモノをつくって売る
だけではなくて、信頼も売るというこ
とですね。売った後の製品のライフサ
イクルを通じてユーザーの信頼を獲得
する。環境対応もそうですが、そうい
うことをやらなければ国際的な貢献に
はならない。このことに、今の産業界
も気づきつつあるのではないかと思い
ます。

小野　今までは製品の品質だけ意識す
ればよかったわけですね。

理事長　「よいものを売ってやるのだ
から、文句あるか」でした。これから
はそれだけではないのだと思います
ね。環境との共生とか、社会との共生
などを考えたら、やっぱり信頼のおけ
るものを安心してユーザーに使っても
らうこと。そういう姿勢に変えていか
なければいけない時代で、そういう意
味では標準というのはとても重要だと
思います。
　この間のケープタウンでのISOの総
会でも、世界貿易機構（WTO）のハイ
レベルな人が開会式に来ていて、国際
貿易という点で標準がこれからますま
す重要になってくると述べていました。
ISOとかIEC、ITUですね。WTOはそ
れらと緊密に協力していかなければい
けない。環境対応とか気候変動への挑
戦においても不可欠だと言っていまし
たが、まさにそういう時代ではないで
しょうか。本格研究の出口として、標
準は大変に重要な出口だと確信します。

瀬戸　どうもありがとうございました。
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山下 信義 （やました　のぶよし）

環境管理技術研究部門
未規制物質研究グループ（つくばセンター）

1992 年旧工業技術院資源環境技術総合研究所 ( 現産
総研 ) 入所。一貫して環境分析化学分野における新規
技術の開発とその応用研究に携わっています。多くの
標準規格検討委員、TC147/SC2/WG56 コンビナー
など、国内外の分析化学技術の信頼性向上のためにさ
まざまな国際的精度管理試験・研究の統括を行い、20
機関以上の国外研究機関と連携し、地球規模の化学物
質問題について幅広い応用研究を展開しています。

実環境中の有害化学物質計測法の標準化に関する本格研究

地球環境分析化学における国際標準規格、
国際的化学物質規制への貢献
有害化学物質をめぐる国際的な
情勢の変化

欧州の有害化学物質規制である
RoHSやREACH指令がそれぞれ2006
年、2007年に施行、特定有害物質を
含む製品の国際的流通制限が開始さ
れ、現在、産業界の最重要課題の一つ
となっています（表）。製品中の有害
物質量を正確に測定するには、分析技
術の発展と信頼性確保が欠かせませ
ん。現在、膨大なリソースを費やし、
さまざまな製品分析法の規格化が行わ
れていますが、製品ごとの規格化は対
症療法的であり、コスト・時間の有効
利用のためには、本質的な解決方法が
必要です。

また、最も包括的・国際的な取り組
みが要求されているストックホルム条
約（POPs条約）では、生産・使用だ
けでなく、自然環境へ放出された後の
リスクも含めて検討が要求されてお
り、産業用途に限定した規格・標準だ
けでは対応が困難な化学物質管理が求
められています。

第1種基礎研究としての実環境中に
おける有害化学物質の計測

分析化学の基本は、液体または気体
中に含まれる物質の量を正確に測定す
ることです。技術の進歩により表面分

析法なども開発されていますが、信頼
性を確保するためには必ず液体や気体
の直接測定による確認試験が必要で
す。

ここでは2009年5月にPOPs条約に
追加されたペルフルオロオクタンス
ルホン酸（PFOS）について説明しま
す。PFOS 問 題 は 2000 年 5 月 に 米 国
3M社がPFOSを含むはっ水剤からの
撤退を発表し、一躍有名になりまし
た。産総研は米国ニューヨーク州立大
学のKannan博士の研究に協力する形
で、2000年に国内初のPFOSプロジェ

クト「 PFOS関連物質の分析法確立・
危険性評価に関する研究」（NEDO）
を開始しました。また、地球圏－生物
圏国際協同研究計画に関連した地球規
模海洋化学研究も行っており、外洋
海水中PFOSの超微量分析技術を開発
しました。外洋海水中のPFOSはppq

（10－ 15、ppm より 1,000,000,000 分の 1
の低濃度）レベルで存在するため、ま
ず分析不可能とされていて、最初の論
文の査読者にも信用されないほどでし
たが、最終的には世界初の外洋海水測
定データとして公表されました。特に
2008年にはこの分析法を用いてPFOS
類の地球規模海洋大循環の解明を達成
し、この研究分野における国際的リー
ダーとしての地位を確実なものにする
ことができました。

ここで私が行ったアプローチはこれ
までの環境分析とは若干違います。一
般的に分析対象の濃度が低く測定困難
な場合は試料量を増やして感度を稼ぐ
場合がほとんどですが、私は逆に試料
量を減らしました。なぜかというと多
量の試料には多量の測定妨害物質が含

表　国際的経済活動に適用される化学物質規制
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まれており、これらが測定装置のバッ
クグラウンドを上げ、感度が悪くなり
ます。また選択的な検出器を使用して
も測定妨害物質と十分分離させずに計
ると、結果的に測定値の信頼性が低下
します。「試料量を減らす」、「選択的
検出器に頼らずクロマトグラフィー技
術を駆使する」、「分析操作・測定装置
由来の測定妨害物質量を減らす」こと
によって、新しい技術開発をしなくて
もPFOSの超微量測定をできるように
しました。

これは技術的なブレークスルーだけ
でなく、精度管理としてのブレークス
ルーといえます。PFOSの分析自体は
固相抽出と液体クロマトグラフタンデ
ム質量分析計を用いるもので比較的簡
単な操作です。しかし、精度管理が適
切であるかどうかによって、検出感度・
測定値が2桁以上異なることはまれで
はありません。この事実からPFOS分
析における適切な標準操作手順書の必
要性が明らかとなり、ISO国際規格化
を行うことになりました。

環境計測法標準化の「死の谷」
PFOS 分 析 法 の ISO 国 際 規 格 化

（ISO25101）は12 ヶ国の賛同の下に
2005年6月に開始され、私がコンビ
ナーに就任しました。基本となった先
の論文は研究者間で広く信頼性が確認
され、規格原案作成もまれに見るほど
速やかに手続きが進みました。しか
し、現実には予想外の問題がありまし
た。規格化手続きの際に、ISO25101
の委員会ドラフトの審査・投票に日
本が欠席するという事態です。これ
は、TC147（水質）の規格については
提案をサポートする特定産業界がない
など、当時の国内のシステムが不十分
だったことによるものですが、結果と
して国際規格化が1年以上遅れました。

現在、この問題はTC147国内委員会
委員長のご尽力もあり、改善されつつ
あります。しかし、ISO25101を国際
規格化するまでの期間は、今までの工
業標準の枠組みに収まらない環境計測
法を国際規格化する際の問題点の理解
が不十分だった期間、一種の「死の谷」
とも考えられます。

今後も、産業用途の規格に収まらな
い自然環境・作業環境の計測に関わる
国内外標準化プロセスの確立や、シス
テムのさらなる改善が必要と考えてい
ます。

環境計測法標準化の将来
ISO25101は2009年3月に正式発行さ

れました。この規格自体は水試料分析
法ですが、原理となる固相抽出法は現
時点で最も効果的な試料精製法として、

製品などの固体試料にも適用できます。
したがってISO25101によって、固体・
液体・気体試料にも適用可能なPFOS
分析の基本技術が確立されたといえま
す。数多くある製品ごとに分析法を規
格化するのではコスト・時間的に効率
的とはいえませんが、適用範囲の広い
基礎分析技術を高度な精度管理技術と
ともに規格化することで、科学として
は「共溶出現象の改善・高感度化の達成・
地球規模物質循環の解明」、国際標準化
事業としては「日本発の技術により国
際規格化された国際的化学物質規制に
貢献できる分析法」の両者を達成する
ことができました。環境計測技術の国
際規格化は、今後より重要性を増すと
予想される国際的化学物質規制の場で、
日本の発言力を強化するための重要な
戦略になると考えられます。

図　ISO25101 を用いた PFOS 類の地球規模海洋大循環の解明
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櫻井　博（さくらい　ひろむ）

計測標準研究部門
物性統計科　応用統計研究室（つくばセンター）

計量標準への新たなニーズに応えるための本格研究

大気中に浮遊するナノ粒子の計測のための標準

知られていないエアロゾルナノ粒子計
測技術

空気中には数多くの粒子が浮かんで
おり、それらの由来、大きさ、形、成
分はさまざまです。このような“エア
ロゾル”粒子の多くは汚染物質で、体
内に入れば健康に影響を及ぼす可能性
があり、また各種製造分野では製品の
品質を低下させます。エアロゾル粒子
の計測は、こうした汚染の度合いを調
べるために広く行われています。粒子
に対する特性評価の第一歩は大きさ

（粒径）と量（濃度）の測定であり、
図1に示すような電気移動度分析技術
や個数計数技術を用いることで、粒径
が10 nmよりも小さなエアロゾルナノ
粒子を容易にリアルタイムで測定する
ことができます。しかし、このような
きわめて高感度な計測技術があること
は、あまり知られていません。

測定精度などの性能を証明する仕組み
の必要性

このように高度な計測技術があまり
広く認知されていないのは、計測器が
研究用途に限定された特殊なものであ
ることが理由の1つでしょう。研究用
であるために高価で、また、使いこな
すのは容易ではありません。よく耳
にするのが、どうやって性能の確認

をしたらよいのですか? という質問で
す。方法はありますが、周辺設備の整
備や難解なデータ解析法の習得が必要
です。そもそも高価な装置に加え、使
いこなすのにさらなる費用と労力が必
要となると、導入に二の足を踏むのも
無理はありません。エアロゾル計測技
術のレベルの高さを知っている研究者
の1人として、計測器の普及が進まな
い状況をはがゆく残念に思っていまし
た。そして、性能評価技術が整備され
れば、エアロゾル計測技術は世の中で
もっと活躍できるはずだと考えていま
した。

ヨーロッパで2000年頃から、エア
ロゾルナノ粒子計測技術を利用し、排
ガス中に含まれる粒子の個数を測定す

る自動車排ガス規制が検討され始めま
した。フィルター捕集した排ガス粒子
を天秤で測定する従来法では正確に粒
子量を測れないほど、排ガス清浄化技
術が進んだからです。規制で使われる
計測技術には、測定精度を保証する仕
組みが不可欠です。規制の議論をきっ
かけに、計量標準の整備や校正法確立
の必要性がエアロゾルナノ粒子計測に
対して急速に高まりました。そして、
私がその開発の一部を担うことになり
ました。

ナノ粒子計測器を校正することの難しさ
エアロゾルナノ粒子の測定では幾つ

もの落とし穴があり、それらを知らな
いと、得られた測定結果が大きな誤差
を含んでしまいます。これはナノ粒子
計測器の校正でも同じです。

排ガス用個数濃度計測器の校正は、
校正された参照標準器と校正対象計測
器とを並べ、それらに対して同時に、
同じ濃度の粒子を含んだ空気を流し込
んで行います。この作業で特に重要な
のは、2つの計測器に流れ込む粒子の
濃度が同じかどうかです。空気中に含
まれるナノ粒子は、配管内を流れる際
に管壁に付着してしまい、濃度が低下
します。異なる配管を通して2つの計

米国ペンシルベニア州立大学大学院博士課程修了。米国
ミネソタ大学と産総研でポスドクとして大気浮遊ナノ粒
子やディーゼル排ガス粒子の物理化学特性を測定する研
究に従事し、2004 年産総研入所。現在はエアロゾル
粒子個数濃度標準の開発・供給、ナノ粒子計測器の試験
方法や校正技術の開発のほか、既存の計測技術の高度化
や、新たな計測技術の開発を行っています。

図 1　 電気移動度式エアロゾル・ナノ粒子粒径分布計測器の概略
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測器に粒子を流し込むのに、粒子濃度
の低下の度合いが配管によって異なれ
ば、対等な比較ができません。したがっ
て、配管の間での濃度の偏りを調べる
ことが不可欠です（図2）。

また、個数濃度計測器の校正では、
参照標準器としてファラデーカップ
式エアロゾル・エレクトロメーター

（FCAE）と呼ばれる計測器が使われ
ます。産総研で開発した個数濃度国
家標準は、FCAE 式の計測器です。
FCAEはファラデーカップ部に帯電粒
子を吸入し、内蔵した粒子フィルター
で粒子を捕捉します（図3）。フィルター
に高感度電流計を接続して粒子が運び
込む電流を測定する一方、粒子を運ん
できた空気の体積流量も正確に測定す
ることで、粒子帯電量濃度を正確に測
定できます。もし、粒子1つあたりの
平均帯電量が正確にわかっていれば、
帯電量濃度を個数濃度に正確に変換で
きます。これを裏返せば、FCAEがい
くら高精度でも、粒子の平均帯電価数
を正確に知らなければ、校正結果に大
きな誤差が生じるということです。

校正では、参照標準の不確かさが小
さくとも、それを用いる校正者の技術
次第で校正結果に大きな誤差が生じて
しまうことがあります。ナノ粒子計測
器の校正はその最たる例です。

産総研の校正技術の普及
私が担当した個数濃度国家標準の開

発[1] では、FCAE式計測器の高精度化
も重要でしたが、それとともに、校正
作業で生じる誤差を低減することに苦
心しました。これは、上記のような誤
差要因を徹底的に洗い出し、さらに、
それら全てに適切な対策を施すという
作業です。誤差要因の洗い出しには、
ナノ粒子計測の国内外専門家への意見
聴取も積極的に行いました。こうした
中には図2のような、言われてみれば
当たり前のものもあるのですが、それ
らを全て網羅し、かつ、わかりやすい
方法で解決することで、完成した標準
や校正サービスは誰からも良さを認め
られるものにできたと考えています。

私のこうした取り組みに対し、理事長
との本格研究座談会の際に「一種の“見
える化”だ」との指摘があったのですが、
全くそのとおりだと思います。校正に
限らず、問題と解決策の共有を徹底し
て行うことが、ノウハウの固まりであ
るエアロゾルナノ粒子計測技術の成熟
にはとても重要なことだと思います。

このようにして完成した個数濃度
計測器の校正サービスは世界で最初
のものです。その後校正サービスを
開始した他国の計測標準機関の校正
に比べて小さな不確かさを実現して
います。さらに、産総研で確立した
校正の要素技術は、それらを積極的
に公開することで、同様の作業を校
正事業者が行う際の手引きとなるISO
文書へと採用されようとしています。
ドラフト作成を担当している作業部
会の副コンビナーを私が務め、近い
将来に国際規格27891として発行でき
るよう、多くの方の協力を得ながら
執筆作業を推進しています。

図 3　国家標準 FCAE 計測器ファラデーカップ部の概略

参考文献
[1] 櫻井 博: 産総研TODAY, 9 (9), 21 
(2009). 

図 2　配管の違いによる濃度の偏りをチェックする方法
△印の 3 箇所で配管を切断し、流路を左右交換したあと測定を繰り返すことで、偏りを定量的に
評価できる。
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小畠 時彦（こばた ときひこ）

計測標準研究部門
力学計測科 圧力真空標準研究室（つくばセンター）

1995 年の計量研究所入所以来、圧力標準と圧力計測
に係わる研究開発に携わってきました。2000 年から
1 年間、米国国立標準技術研究所（NIST）の客員研究
員として、圧力標準の設定評価技術と国際整合性に関す
る研究に従事しました。現在、圧力標準と校正技術のさ
らなる高度化のための研究開発に取り組んでいます。

社会基盤を支える圧力標準における本格研究

圧力標準の整備 ･ 普及と新たな校正技術の開発

「パスカル」と圧力標準
「人間は考える葦

あし

である」と述べた
のは17世紀フランスの学者、ブレーズ・
パスカルですが、彼の名前は現在、国
際単位系（SI）において、圧力の単位

「ニュートン毎平方メートル」に対す
る固有の名称「パスカル」（記号Pa）
として用いられています。

計量標準総合センター（NMIJ）に
所属する私たちの研究室では、単位「パ
スカル」を用いて表される圧力の計測
の信頼性を確保するために、その基準
となる圧力の国家標準の整備・普及を
行っています。

根幹となる圧力標準の整備
圧力は単位面積あたりに働く法線方

向の力で定義される測定量です。圧力
の計測表示上の種類としては、大気圧
を基準とするゲージ圧力、完全真空を
基準とする絶対圧力、二つの圧力の差
で表される差圧があります。

NMIJで取り扱っている圧力は前述
のパスカルが発見した圧力均等伝達の
法則「パスカルの原理」が成り立つ気
体・液体を媒体とする静止流体の圧力
です。現在、大気圧のおよそ10万分
の1の圧力（1 Pa）から大気圧の約1
万倍の圧力（1 GPa）までの国家標準
を整備しています。広い圧力範囲をカ
バーするために、計量法において指定

されている特定標準器の光波干渉式標
準圧力計、特定副標準器のピストン式
一次圧力標準器群を中心に、多数の圧
力標準器を用いています。圧力標準設
定の基になる質量・長さなどの測定量
は、それぞれの国家標準に対してト
レーサブルになるように管理していま
す。また、圧力標準器の特性に関する
重要なパラメータについては最新の研
究成果から評価・設定しています。

図1に、圧力校正の現場で標準器と
して広く使用されている重

じゅうすいがた

錘形圧力天
びんの原理を示します。

圧力校正における第 2 種基礎研究
産業界をはじめとする社会への計量

標準の供給は、校正サービスを通し
て行われています。NMIJの圧力校正
サービスの主要部分に関しては、国際
基準であるISO/IEC 17025「試験所及
び校正機関の能力に関する一般要求事
項」の適合認定を取得しています。圧
力標準器・校正用機器の管理および校
正サービスには多くの作業が伴います
が、スタッフの精力的な取り組みで実
現しています。

NMIJでは、これらの作業の一環と
して、重錘形圧力天びんを用いた多数
の管理用デジタル圧力計の特性評価・
校正を定期的に実施しています。それ
らの蓄積されたデータを解析した結果

から、各種特性評価を細密に行い適切
な種々の補正を行えば、デジタル圧力
計であっても標準器に迫る性能を引き
出せることがわかってきました。そこ
で、これまで重くて操作に手間のかか
る重錘形圧力天びんを用いて実現して
いた高精度校正を、デジタル圧力計の
特性（小型、軽量、操作性良）を生か
して幅広く効率的に実施できるよう第
2種基礎研究として技術開発を進めま
した。

研究成果の利用
①国際比較への適用

計量標準の分野では各国が保有して
いる国家標準の国際同等性を確認する
ために、さまざまな国際比較が実施さ
れています。わが国の圧力標準に関し

図 1 重錘形圧力天びんの原理
圧力を高精度に発生可能な装置である。通常、
圧力により浮上したピストンおよび重錘を回
転させ、ピストンとシリンダ間の機械的接触
を低減させる。

図 2  デジタル圧力計を用いた国際比較用仲介器
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ては、多数の国際比較の結果から、優
れた国際同等性をもっていることが示
されています。

NMIJが幹事機関として実施した、
いくつかの国際比較では、参加国を巡
回する仲介器と呼ばれる装置に複数の
高精度デジタル圧力計を使用しました

（図2）。これにより参加国の圧力標準
の国際同等性を短期間に精度良く確認
することができました。
②遠隔校正技術の開発

ユーザーの負担低減を目指した新し
い圧力標準の供給方法として、NEDO
の計量器校正情報システム（e-trace）
の研究開発事業で圧力遠隔校正技術の
開発を行いました。通常の持込校正で
は、依頼者が校正器物を校正機関に持
ち込んで校正が行われます。一方、圧
力の遠隔校正では依頼者の校正器物の
使用場所に可搬型の仲介器が送付さ
れ、情報ネットワークなどを利用して
校正が行われます。図3に遠隔校正の
実施手順を示します。これまでに、国
内計測器メーカーと協力して高精度デ
ジタル圧力計を用いた仲介器の開発を
行い（図4）、その仲介器を用いた校
正手法を確立しました。また、国内外
で実施した多くの実証実験から、この
校正技術の信頼性を評価しました。今
後、圧力標準トレーサビリティ体系を
拡充するための技術として期待されて
います。
③技術基準への寄与

規格JIS B 7547 「デジタル圧力計の
特性試験方法及び校正方法」（2008年
制定）の原案作成に主査として携わり、
デジタル圧力計の特性評価と校正に係
わる一連の技術開発で得た知見を反映
させました。

圧力標準における本格研究の推進
NMIJでは、わが国の社会・産業基

盤を支える圧力標準の整備と普及、高
度化のための研究開発を行っていま
す。 （a） 圧力標準の開発・設定、維
持・管理、（b） 標準供給とトレーサビ
リティシステムの整備、（c） 圧力計の
校正・試験方法開発と技術基準作成、
を三つの柱に圧力計測の信頼性の確保

を目指しています。これら研究開発と
活動を通じて、安全・安心で質の高い
国民生活の実現、国民主体のグローバ
リゼーションへの対応、広範囲にわた
る産業活動の横断的・継続的支援に貢
献できるよう圧力標準における本格研
究を進めていきたいと考えています。

図 3  圧力遠隔校正の実施例

図 4  遠隔校正用仲介器と設置例
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近江谷��克裕　
おおみや よしひろ

 

ゲノムファクトリー研究部門
主幹研究員

（北海道センター）

生物発光に関する基礎生物学
から応用生物工学まで、つま
りホタル採集から発光を利用
したがんイメージングまで、
発光生物の秘密を解き明かし
それを利用する研究を行って
います。また、生物発光化学
発光研究会代表として生物発
光研究の普及、若手研究者の
育成を目指しています。

るため外部光源を照射して発光エネルギーを与
える必要がありました。今回作製した近赤外線
発光タンパク質は生体内の化学反応により生じ
るエネルギーで近赤外線を発するので外部光
源を必要としません。この近赤外線発光タンパ
ク質を医薬抗体の候補の一つであるDLK−1抗
体と結合させ、近赤外線発光プローブとしまし
た（図左）。次に、DLK−1抗原を発現する肝が
ん細胞をマウスに移植し、がん細胞が数mm程
度の大きさに成長した段階で、近赤外線発光
プローブを静脈より注入しました。24時間後、
同じく静脈よりウミホタルルシフェリンを注入
してCCDカメラでマウスを撮影すると、がん
細胞が移植された位置で近赤外線を発している
のが観察できました（図右）。

今後の展開
　今回開発した技術のさまざまな抗体への適用
を試み、抗体治療薬の開発、抗体を用いた外科
手術における術中診断、ライブ病理映像や抗体
による再生細胞の評価など、多方面への応用展
開を目指します。

近赤外線を発するタンパク質の創製と利用
ウミホタルの発光反応を応用してがん細胞を見つける

がんの診断方法
　国民の健康維持にはがん疾病対策が重要で
す。微小ながん組織を徹底的に見つける方法と
して、大規模施設を必要としない術中光診断法
の開発が望まれています。がん細胞をモニター
する技術として、GFP（緑色蛍光タンパク質）
のような光プローブを利用する方法も考えられ
ていますが、GFPの蛍光は可視光線領域（波長
範囲400−700 nm）にあるため生体透過性が低
く、その利用には限界がありました。

ウミホタル発光系に着目
　筆者はウミホタル発光系に着目し、ウミホタ
ルルシフェラーゼの糖鎖に近赤外線有機蛍光色
素を導入し、人工的な生物発光共鳴エネルギー
移動機構によって生体内の化学反応のみで近
赤外線を発する発光タンパク質（近赤外線発光
タンパク質）を作製しました。近赤外線は血液
中のヘモグロビンに吸収されることが少ないの
で、生体内で発した近赤外線を外部のCCDカ
メラなどでモニターすることができます。これ
までの近赤外線を発する蛍光色素は、蛍光であ

関連情報：
● 共同研究者

呉 純（産総研）、 尾崎 倫孝
（北海道大学）

● 参考文献 

C .  W u  e t  a l . :  P r o c . 
Natl. Acad. Sci. U. S. 
A . , 106(37),15599 −
15603 (2009).
近江谷 克裕：発光生物のふ
しぎ , ソフトバンク　アイ,
東京 (2009).

● プレス発表

2009 年 9 月 8 日「 生 体
透過性のよい近赤外線を発
するタンパク質の創製と利
用」 近赤外線発光プローブの概念図

がんを見つける近赤外線発光プローブの基本、およびがん細胞移植マウスにおけるがん細胞イメージング
を示す。

近赤外線発光プローブ

がん細胞

抗原
抗体

ルシフェリン

がん細胞

がん細胞移植マウス

ルシフェラーゼ
ウミホタル

糖
鎖
に
蛍
光
色
素
を
導
入
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比留川�博久
ひるかわ ひろひさ

 

知能システム研究部門
研究部門長

（つくばセンター）

学生時代から電子技術総合研
究所を経て現職に至るまでロ
ボットを研究テーマとし、こ
れ ま で、 ロ ボ ッ ト の 動 作 計
画、ヒューマノイドロボット
などの研究に従事してきまし
た。現在は、次世代ロボット
の早期の産業化を図るため、
NEDO 生活支援ロボットプロ
ジェクトなどの推進に取り組
んでおり、2015 年を生活支
援ロボット元年とすることを
目標としています。

介護予防リハビリ体操補助ロボット「たいぞう」
体操指導現場を明るくし、高齢者の体操参加意欲が向上

介護予防リハビリ体操とは
　わが国は急速に少子高齢化社会に移行しつつ
あり、これに伴い、要介護者数の増加も見込ま
れます。したがって、要介護者数の増加を抑制
し、要介護レベルを改善することが求められて
おり、その1つの手段として茨城県健康プラザ
の大田 仁史氏は介護予防リハビリ体操を考案
しました。介護予防リハビリ体操とは、関節の
運動範囲を維持・拡大し、筋肉を伸ばすことに
よって、立つ・座る・歩くなどの日常生活を楽
にすることができる体操です。茨城県は、介護
予防リハビリ体操を指導するボランティアの
体操指導士の育成事業を展開し、現在 2,700 名
以上の指導士が各地で活動しています。大田氏
は、参加する高齢者の意欲向上のため、体操を
実演できるロボットの活用構想をもっていまし
たが、産総研の研究成果を活用することで実現
しました。

小型サーボモーターモジュールなどの開発
　体操補助ロボット「たいぞう」のロボットハー
ドウエアは、新たに開発した軸剛性の高い小型
のサーボモーターモジュールと軽量高剛性の板
金機構とを組み合わせ、体操を安定して実行で
きる剛性を備えたものです。体操の主要な動作
を表現するため、肩のヨー軸と腰のピッチ・ヨー

軸を含め、全体で26の自由度をもっています。
　サーボモーターモジュールは、モーターの現
在角度を読み出すためのエンコーダーを搭載し
ていること、出力軸を2つの軸受で支持すると
ともに剛性の高い構造で支持して軸剛性を高め
たことが特徴です。これらの特徴は、中型以上
のロボットでは一般的ですが、ホビー用などを
主な用途とする小型のものではこれまで開発例
がありませんでした。「たいぞう」の構造体は、
素材配置の適正化と閉断面の活用により薄板板
金構造の高剛性化を実現し、身長70 cmという
比較的大きなロボットの動作を安定に実行する
ことが可能になりました。
　これまでの実証実験では、体操指導士が体操
指導のときに「たいぞう」と一緒に体操すると参
加者が普段よりも集中して体操に取り組む傾向
が見られ、体操参加者の意欲向上に対する一定
の効果が認められました。

今後の展開
　「たいぞう」は、事業化に向けて、さらに動作
の安定性を向上させる、コストを下げる、構造
をシンプルにしてメンテナンス性を向上させ
る、などの面からの改良を図り、現在関節数を
22軸としたプロトタイプを開発中です。関連情報：

● 共同研究者

大田 仁史（茨城県立健康プ
ラザ）

● プレス発表

2009 年 9 月 10 日「 介
護予防リハビリ体操補助ロ
ボット「たいぞう」の開発」

「たいぞう」の外観
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駒井�武
こまい たけし

地圏資源環境研究部門
副研究部門長

（つくばセンター）

土壌汚染のリスクを定量化す
るため、地質分野と環境・エ
ネルギー分野の間の融合的な
研究開発を進めています。こ
の中では、現場の調査や観測
に基づいた実証的な研究とモ
デル開発における鳥瞰的な研
究の両面が重要と考えていま
す。これらの研究で得られた
成果を、技術のインテグレー
ションの下で製品化し、産業
や社会に向けて情報発信する
と同時に、標準的なツールと
して広く普及させることを目
指しています。

の3次元的なリスク解析にも対応できる“詳細
型モデルGERAS−3”を完成し、公開しました。
鉱物油、揮発性有機化合物、重金属などの多様
な土壌・地下水汚染を対象とし、環境リスクの
時間的、空間的な分布が詳細に表示できるよう
になりました。また、対策費用の削減とリスク
の低減を同時に達成できるといったメリットも
あります。環境汚染問題で苦慮している工場や
自治体などを対象として、自主的なリスク管理
や浄化工法の検討に広く使用されることを期待
し、無償で配布しています。

今後の展開
　わが国の土壌や地下水の調査を進め、データ
ベースの拡充や信頼性の向上を目指します。ま
た、配布先よりGERAS−3を活用した評価デー
タをフィードバックしていただき、システムに
反映させ、土壌・地下水環境中にある汚染物質
の挙動把握の高精度化を図ります。事業所など
における土壌汚染対策による自主的な環境リス
ク管理を目的として、改良を進めたGERASの、
産業や社会への普及、技術の移転や啓発活動を
推進します。

汚染のリスクを評価する「GERAS−3」を公開
企業や自治体での自主的な環境リスク管理を期待し、無償で配布

土壌汚染のリスク評価
　最近、鉱物油、揮発性有機化合物、重金属な
どによる複合的な土壌汚染の事例が多く報告さ
れています。産業や人間活動においては常に化
学物質による環境リスクを伴うため、汚染を最
小限にとどめるための土壌汚染対策とともに、
事業所や市街地における土壌・地下水汚染のも
たらすリスクを適切に管理することが必要で
す。このため、汚染現場の地質調査や観測によっ
て取得したデータを用いて汚染状態の程度、規
模、広がりなどの科学的な評価を行い、リスク
の時間的・空間的な分布を定量的に把握するこ
とが必要です。

GERASの新たな機能
　産総研は、2006年11月に土壌・地下水汚染
を科学的に評価するための地圏環境リスク評価
システム（GERAS）を開発し、“スクリーニング
モデルGERAS−1”と“サイトモデルGERAS−
2”を公開しました。これらは、すでに国内外の
1,000を超える工場や事業所、自治体、大学な
どで利用されています。
　2009年9月には、新たに複合的な汚染物質

関連情報：
● 共同研究者

坂本 靖英、川辺 能成（産
総研）

●  プレス発表

2009 年 9 月 30 日「土壌・
地下水汚染のリスクを評価
するシステム「GERAS − 3」
を公開」

複合的な土壌・地下水汚染を対象とした詳細なリスク評価
多様な汚染物質を対象として、表層土壌から地下水に至るまでの 3 次元的な広がりとリスクの分布を
表示できるコンピューターシステムの開発

オンサイト（例えば工場） オフサイト（例えば住宅地）

移流・拡散

水相への溶解 溶解体の移流・拡散

LNAPLの移流・拡散

DNAPLの移流・拡散

油、水、ガスの三相流

軽質分の揮発・拡散

蒸発

汚染物質

不飽和層

不透水層

飽和層

浸透
井戸

毛管帯
トラップ
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1000 ℃以上での熱電対の長期安定性の評価技術
熱電対校正のためのコバルト−炭素共晶点実現装置を開発

小倉��秀樹
おぐら ひでき

計測標準研究部門
温度湿度科　高温標準研究室
主任研究員

（つくばセンター）

温度標準の研究、特に高温で
安定な熱電対の研究開発、お
よび熱電対を上位標準の温度
計とするトレーサビリティ制
度の構築に従事してきました。
これまでは 1550 ℃までの温
度域での研究開発が中心でし
たが、今後はさらに高温域で
の熱電対校正技術の研究開発
に挑戦していきたいと考えて
います。

高温域での熱電対の信頼性
熱電対は、2種類の金属線の先端同士を接合

させ、他端の金属線間の熱起電力を測定すると
いう単純な構造の温度センサです。鉄鋼、半導
体、セラミックスなどの素材産業や原子力発電
などのエネルギー産業など、さまざまな分野で
製品の品質管理やエネルギー効率の向上のため
に数多く用いられています。しかし、高温域で
使用していると、熱電対の熱起電力が変化（ド
リフト）します。これは、熱電対線が高温に曝
露されると合金組成や原子配列が変化し、不均
質状態が発生するためです。高精度な温度管理
を行うためには、このドリフト特性を詳細に評
価し、校正を行うことにより、熱電対による温
度測定の信頼性を確保することが必要不可欠で
す。

金属−炭素共晶点を用いた熱電対の特性評価
　これまで銅の凝固点（1084.62 ℃）より高い温
度では、熱電対のドリフト特性評価はほとんど
行われていませんでした。大きな理由は、銅の
凝固点以上の高温域で安定かつ均一な温度場を
実現する熱電対用の温度定点*がなかったこと
です。一方、産総研では、高温域の放射温度計
を校正するために、金属と炭素から成る共晶合
金の融解温度（金属−炭素共晶点）を温度定点と
して利用する方法を、世界に先駆けて提案しま
した[1]。しかし、放射温度計用の共晶点セル**の

寸法は小さく、熱電対の評価に用いるためには
セルを大型化する必要がありました。ところが、
大型化すると共晶合金と黒鉛製るつぼとの熱膨
張の差によるセルの破損が問題となります。こ
れを防ぐために電気炉、およびセルの構造を工
夫して、コバルト−炭素共晶点（1324 ℃）の大型
セルの作製に世界で初めて成功し [2]、融解点を
約0.01 ℃の再現性（標準偏差）で実現させまし
た。さらに、熱電対のドリフト特性を精度良く
評価できることも確認しました。今回開発した
装置による共晶点実現の不確かさ、放射温度計
により決定される共晶点温度の不確かさ [3]、ほ
かの種々の要因の不確かさを評価して、コバル
ト−炭素共晶点において0.53 ℃の不確かさ（信
頼の水準約95 ％）で貴金属熱電対を校正できる
ことを確認し、現在校正サービスを実施してい
ます。これにより、半導体プロセスや高温耐熱
材料開発などにおける温度管理の精度向上が期
待されます。

今後の展望
産業界からは、熱電対校正の高精度化や、よ

り高温への温度範囲拡大が強く期待されていま
す。今後、パラジウム−炭素共晶点（1492 ℃）や
白金−炭素共晶点（1738 ℃）なども利用し、新た
な熱電対校正用装置、および高温域でも安定な
熱電対の開発を進めていく予定です。

関連情報：
● 共同研究者

井土 正也、丹波 純、新井 
優（産総研）

● 参考文献 

[1] 山 田 善 郎：AIST 
T o d a y ,  1 ( 1 ) ,  5 − 8 
(2001).

[2] H.Ogura et al. : Int. 
J. Thermophys.  29 (1), 
210 − 221 (2008). 

[3] 山 田 善 郎： 産 総 研
Today, 8(7), 19 (2008).

● 用語説明

* 温度定点

物質が相転移する温度の再
現性・安定性が良いことを
利用した温度の基準。例え
ば、水の三重点（0.01 ℃）
や、亜鉛（419.527 ℃）、
アルミニウム（660.323 
℃）、銀（961.78 ℃）、銅

（1084.62 ℃）などの純金
属の凝固点がある。

** 共晶点セル

金属−炭素共晶点を実現する
ため、金属と炭素とを適切
な比率で配合させた共晶合
金を黒鉛製のるつぼに封入
したもの。

熱電対校正用�コバルト−炭素共晶点�実現装置
電気炉の中央に共晶点セルが設置されており、
上部より熱電対をセル中に挿入して校正を行う。

電気炉に挿入された熱電対

汚染のリスクを評価する「GERAS−3」を公開

電気炉

熱電対
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知 的 財 産 権 公 開 シ ス テ ム
（IDEA）は、皆様に産総研が
開発した研究成果をご利用い
ただくことを目的に、産総研
が保有する特許等の知的財産
権を広く公開するものです。

IDEA
産総研が所有する特許
のデータベース
http://www.aist.go.jp/
                   aist-idea/

立方晶窒化アルミニウムなどの厚膜作製方法
超高圧下でなければ生成しない厚膜を減圧下で作製する

特許 第4182205号
（出願2003.3）

　　　　
　　　　　　　　
研究ユニット：

先進製造プロセス研究部門

適用分野：
●電子部品（パッケージ、
　基板など）
●切削工具

目的と効果
　窒化アルミニウム、窒化ガリウムなどの13族
元素の窒化物は、常圧下では通常六方晶構造で
すが、超高圧下では立方晶構造になることが知
られています。これまで、立方晶構造のものを
作るには、超高圧をかけるか、あるいはエピタ
キシャル成長を利用して極薄膜を作るしかあり
ませんでした。この特許により、常圧または減
圧下で、10 µm程度までの厚さの厚膜を作るこ
とができ、これまで入手が困難であった立方晶
13族窒化物を容易に入手することができるよう
になります。

技術の概要
エアロゾルデポジションという成膜法を使っ

て、減圧下で立方晶の窒化アルミニウム厚膜を
作製することに成功しました。これは、作りた
い膜と同じ成分のドライな粉末を、常温、減圧
下で基板に吹きつけることで成膜する技術で、

通常数百Pa程度の減圧雰囲気で処理されます。
普通に入手できる六方晶構造の原料粉末を用い
て、吹きつけの際の圧力などを制御すれば、立
方晶構造あるいは立方晶と六方晶の混合構造の
膜ができます。この膜は多結晶膜で、各結晶の
方位はランダムです。膜厚は、0.5 µmから10 µm
程度まで変化させられます。成膜中に基板に加
わる圧力が小さいので、ガラスや金属の基板上
に成膜が可能です。

発明者からのメッセージ
立方晶13族窒化物は高熱伝導率や高硬度が期

待されていますが、入手が困難でその特性ポテ
ンシャルが良く把握されていません。この発明
により、厚膜形状であれば、立方晶13族窒化物
がかなり容易に入手できるので、特性の解明が
進み、予想もされない用途が見つかったり、よ
り熱伝導率の高い電子基板が作れたりと、広く
実用化が進むことが期待されます。

エアロゾルデポジション装置の概略図
エアロゾル化瓶内で搬送ガスに原料粉末をのせて、
成膜室内で基板に吹きつけるだけで成膜完了。加熱
は不要。

ガラス基板上に成膜された窒化アルミニウムの膜
寸法は約10 mm×10 mm、厚さ5 µm。

XYZステージ
駆動機構

スキャン
基板ホルダー

成膜室

真空ポンプ

ノズル

チューブ
エアロゾル化瓶

振動

搬送ガス

原料粉末
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Patent Information のページ
では、産総研所有の特許で技術
移転可能な案件をもとに紹介
しています。産総研の保有す
る特許等のなかにご興味のあ
る技術がありましたら、知的
財産部門、産総研イノベーショ
ンズまでご遠慮なくご相談下
さい。

産総研イノベーションズ
（経済産業省認定 TLO）
〒 305-8568
つくば市梅園 1-1-1
産業技術総合研究所
つくば中央第 2
TEL.：029-861-9232
FAX：029-862-6159
E-mail：aist-innovations
                 @m.aist.go.jp

立方晶窒化アルミニウムなどの厚膜作製方法

目的と効果
印刷や塗装の工程、あるいは、溶剤、ガソ

リンなどから排出される揮発性有機化合物
（VOC）は、光化学スモッグや浮遊粒子状物質
の直接原因物質となるため健康への影響が懸念
されています。大気質の管理および健康な社会
の確立のためには、VOCの使用量と排出量を
正確に把握する必要があります。この発明技術
は、VOCの排出管理に利用できる簡便で省エ
ネルギー的な分析手段になります。

技術の概要
触媒燃焼法を用いる従来技術（図上）では、触

媒層を650 ℃以上に加熱する必要があるため、
耐熱構造とともに装置の予熱が必要でした。新
しい技術（図下）は、これまでの高温触媒法の代
わりに酸素雰囲気における低温プラズマ駆動触
媒反応を用いることで、予熱を必要とせず室温
で動作することを特徴としています。室温で低
温プラズマにより活性化させた酸化触媒を利用

して有機炭素成分をCO2へ変換し、非分散型赤
外線吸収法（NDIR法）で求めたCO2総量から総
有機炭素を求めます。ナノサイズの活性金属を
担持した触媒に酸素プラズマを加えるためVOC
の酸化速度がきわめて速く、またNOx生成によ
る触媒の被毒抑制と有機炭素の完全酸化を可能
にしました。装置の動作温度が室温であるため
耐熱構造や、触媒層の加熱時間も必要がなく、
電源を入れてからすぐに測定が開始できます。

発明者からのメッセージ
酸素雰囲気のプラズマによる触媒の低温活性

化手法を利用し、装置を予熱せずに室温で総有
機炭素の測定を可能にしました。低温プラズマ
はサンプルガスの測定時にのみ加えるため、装
置の省エネルギー化も可能です。酸素プラズマ
と触媒を用いる低温完全酸化技術はVOCの測
定技術だけではなく、VOC分解・無害化技術
としても応用できます。

プラズマと触媒を用いた総有機炭素の測定技術
排ガスの分析から排出源対策の切り札を目指して

特許 第4178243号
（出願2004.3）

研究ユニット：

環境管理技術研究部門

適用分野：
●総有機炭素（TOC）分析
　装置
● VOC の分解・無害装置
　

酸素プラズマ駆動触媒反応を利用した総有機炭素分析法

試料ガス

空気

酸化触媒

動作温度650 ℃以上
耐熱構造が必要
触媒層の予熱が必要

CO2
NDIR

動作温度が室温
耐熱構造が不要

予熱せずに測定が可能

酸素

プラズマ駆動触媒
CO2

NDIR

試料ガス

（従来技術） （新規技術）

試料ガス

空気

酸化触媒

動作温度650 ℃以上
耐熱構造が必要
触媒層の予熱が必要

CO2
NDIR

動作温度が室温
耐熱構造が不要

予熱せずに測定が可能

酸素

プラズマ駆動触媒
CO2

NDIR

試料ガス

（従来技術） （新規技術）
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可能にし、また大気中微粒子の計測・計量手法
を開発するため、2002年度から2004年度まで標
準基盤研究として、「PM2.5測定装置の標準化」
に関する研究を実施しました。

そこでは粒径2.5 µm以下の粒子（「PM2.5」とい
う）の大気中濃度の測定に必要な試料採取装置
の開発を行い、測定手法を標準化しました。そ
の結果、2008年5月20日に「JIS Z 8851 大気中の
PM2.5測定用サンプラ」として制定されました。

標準化の効果
　この規格により大気中の粒子状物質の濃度測
定が容易になり、数値を利用する利害関係者にも
理解しやすい濃度数値を表示できるようになりま
した。その結果、環境への負荷軽減や人体への影
響などの調査、研究を実施する分野において、測
定値の果たす役割が飛躍的に向上しました。
　制定された規格の項目は、次のとおりです。
1. 適用範囲、2. 引用規格、3. 用語及び定義、4.  
構成及び各部の構造、5. 性能、6. 性能試験方
法、7. 試験報告書、8. 表示、9. 取扱説明書、
附属書A（規定）流量計の校正方法、附属書B
（参考）基準サンプラ

PM2.5*測定用サンプラ
大気中の粒子状物質濃度測定法の標準化研究

背景
大気環境中に浮遊する粒子状物質には土壌粒

子や花粉などの自然発生粒子とディーゼル排ガ
ス粒子や産業活動に伴う人為発生粒子とがあり
ます。これらは複雑な状態で大気中に浮遊して
おり、近年、これらの粒子状物質が生体などに
もたらす影響などを調べる研究が注目され、各
種リスク管理の研究が進められています。

しかし、大気中の濃度測定は測定環境に影響
され、浮遊状態や気候条件などに依存する数値
が導き出されるおそれがあります。

濃度測定法の標準化
そのような中、粒子の大きさが2.5 µm以下の

人為起源の微粒子は、米国EPAの公表（1996年）
において注目された粒子で、わが国でも人体、
動物などの健康に影響することが懸念され、各
種調査などが開始されました。

わが国におけるこれらの微粒子測定は、モニ
タリングを始め、各種調査に用いられるべき適
正な計測・計量手法が確立しておらず、さまざ
まな手法によって実施されている状況で、標準
化も手探りの状態でした。

産総研では、大気中粒子状物質の濃度測定を

PM2.5 測定用サンプラの構成
分粒装置の種類は、インパクタ方式、サイクロン方式およびバーチャルインパクタ方式の 3 種類。

関連情報：
●用語解説

＊ PM2.5
大気中に浮遊する粒子状物
質のうち、粒径 2.5 µm 以
下のもの。ここでいう、2.5 
µm は、空気力学径と呼ぶ大
きさで、形状や密度が異なっ
ていても、密度 1 g/cm³ の
球形粒子の運動として評価
した大きさのこと。

●この規格は故 吉山 秀典
が主導した原案作成委員会
より作成されたものですが、
本稿は環境管理技術研究部
門 粒子計測研究グループ 遠
藤 茂寿の協力のもとで工業
標準部 川勝 諭が作成しまし
た。

遠藤 茂寿
えんどう しげひさ

環境管理技術研究部門
粒子計測研究グループ
研究グループ長

（つくばセンター）

1976 年 金 沢 大 学 大 学 院 工
学研究科（修士課程）修了。
1976 年から理化学研究所。
1990 年に公害資源研究所入
所。専門分野は、化学工学、
粉体・微粒子工学、資源再生
循環工学です。主に粉体粒子
の特性評価、機械的操作によ
る微粒子の分離、機能化や固
体廃棄物のリサイクル・有効
利用のほか、最近は、微粒子
のナノスケールでの液相分散・
評価技術についての研究に従
事しています。工学博士。

大気導入口

分粒装置

ろ過材保持具

実流量制御器

吸引ポンプ

大気圧計

温度計

温度計

表示部

記録部

：大気の流れ
：電気信号の流れ

(a) インパクタ

(b) サイクロン

(c) バーチャルインパクタ

(a) インパクタ

(b) サイクロン
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Techno-infrastructure

PM2.5*測定用サンプラ

された地質基盤情報です。シームレス化が進め
られた背景としては、これまで紙媒体であった
地質図が数値化され、GIS（地理情報システム）
上で取り扱えるようになった技術的進歩が大き
くかかわっています。

こうして、日本で最も詳細な広域地質図が作
成されました。その成果は、下記のサイトで公
開しています。画像データのサイトは今年度だ
けでも、60万件超のアクセスがありました（2009
年11月11日時点）。
画像データ
http://riodb02.ibase.aist.go.jp/db084/
ベクタデータ　
http://iggis1.muse.aist.go.jp/seamless/ja/top.htm

DVD出版とこれからの展望
　今回、シームレス地質図のデータセットを
DVDの形式で出版しました。シームレス地質
図はこれまで、ウエブ上で閲覧するか、小さい
サイズのデータを個々にダウンロードする必要
がありました。今回、すべてのデータを複数
のフォーマットで収録したほか、詳細版と基本
版の2種の地質図のデータをDVDに収めまし
た。また各凡例の記載を表ファイルに収めるこ
とにより、データベースの強化も行いました。
DVDは社団法人 東京地学協会、地学情報サー
ビス株式会社、産総研 地質標本館などで入手
可能です。詳しくは地質調査総合センターホー
ムページ（http://www.gsj.jp/）をご覧ください。
　20万分の1シームレス地質図は、これからも
データを更新し、社会に役立つ地質基盤情報と
して発信していきます。今後とも多くの方に利
用していただけるよう、努力していく所存です。

20万分の1日本シームレス地質図DVD版の出版
地質基盤情報のさらなる利活用促進を目指して

地質図について
地質図は、地球表層を構成する岩石・地層の

種類・年代などを凡例で表現した地図です。資
源開発、土木・建築、防災や地球環境対策の資
料として、また地球の歴史を解明する学術資料
として、多様な場面で利用される地質基盤情報
です。日本では、産総研 地質調査総合センター
の前身である地質調査所が設立された明治15年

（1882年）以来、さまざまな縮尺の地質図を作成
しています。

シームレス化の経緯
地質図は、作成年代や作成者の違いにより精

度や解釈が異なります。そのため、区画ごとに
作成される地質図は、隣接する地質図を並べて
も凡例や地層・岩体名が異なったり、地質境界
が不連続だったりという不便なことが多々あり
ました。

その問題を解消するために、2002年度から研
究情報公開データベース（RIO−DB）の課題とし
て、地質図のシームレス化に取り組んできまし
た。シームレス化というのは、地図の区画の境
界部での不連続をなくし、日本全体で継ぎ目の
ない連続的な地質図を形成するプロセスです。
20万分の1日本シームレス地質図は、20万分の
1縮尺の既存地質図を全国統一の基準（凡例）で
解釈し直し、全国規模で連続化するように編集

井川 敏恵
いがわ としえ（右）

地質調査情報センター
地質情報統合化推進室
テクニカルスタッフ

（つくばセンター）

専門は地質学の中の堆積学・古
生物学で、古生代の海洋島で形
成された炭酸塩岩の研究を行っ
てきました。今回のプロジェク
トでは、シームレス地質図の
作成から DVD 出版まで、プロ
ジェクト全般にかかわりまし
た。社会・産業に貢献できる地
質情報の発信に努めています。

関連情報：
●参考文献

脇田 浩二 他（編）：20 万分
の 1 日本シームレス地質図
DVD 版，数値地質図 G-16 
(2009).

井川 敏恵：産総研 Today, 
6（4） (2006).

脇田 浩二
わきた こうじ（左）

地質調査情報センター
センター長

（つくばセンター）

約 32 年間、野外調査研究を通
じて地質図を作成してきました。
複雑な日本列島の地質をよりよ
く理解するための研究と、調査
研究の結果得られた地質情報を
社会のために役立てる工夫と努
力を並行して行ってきました。
シームレス地質図は、地質情報
を社会に役立てるための工夫の
一つで、リーダーとしてプロジェ
クトを推進してきました。今後
も、インターネットの利点を生
かして、地質図を社会により役
立つ存在としていくための努力
を続けていくつもりです。

DVD に収められている 20 万分の 1 日本シームレス
地質図（右）、および全国統一凡例（左）

シームレス化のプロセス
（オリジナルはいずれも、産総研 地質調査総合センター
発行 20 万分の 1 地質図幅）

シームレス化のプロセス

全国統一凡例（基本版）

シームレス化

シームレス地質図オリジナルの地質図

凡例の統一

地質境界の連続化

「岩内」地域 「札幌」地域

「室蘭」地域 「苫小牧」地域

20万分の1
日本シームレス地質図

シームレス地質図オリジナルの地質図

凡例の統一

地質境界の連続化

シームレス化シームレス化

「姫路」地域 「京都及大阪」地域

「徳島」地域
（第2版） 「和歌山」地域
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本シリーズの連載にあたって

　技術の高度化・短ライフサイクル化や消費者ニーズの多様
化などに伴い、迅速・効率的な研究開発が求められています。
それを提供する方法として、産学官がオープンな形で連携し
最先端の技術や知識を組み合わせることにより新たな価値を
生み出す「オープン・イノベーション」の重要性が高まってい
ます。内部にない優れた技術を外部から取り込んで効率的に
研究開発を進め、新たなビジネスモデルを創出することがイ
ノベーション創出の近道といえます。

　産総研は、先端的な研究開発や基盤的研究を実施するとと
もに、多彩な連携制度により企業と年間約1,500件の共同研
究を行うなど、企業への技術開発支援にも力を入れています。
また、全国9 ヶ所（北海道、東北、臨海副都心、つくば、中部、
関西、中国、四国、九州）の産総研研究拠点と東京本部およ
び秋葉原事業所、ならびに産業技術連携推進会議（産技連）を
中心とする公設試験研究機関（公設研）とのネットワークをも
とに、技術情報の流通の結節点「イノベーション・ハブ」とし
ての役割も担っています。
　この役割を効果的に推進するため、産総研では、産学官連
携の構築を主導する専門家が、さまざまなコーディネーショ

産総研の産学官連携のとりくみ

ンに携わっています。具体的には、産総研のシーズと企業の
ニーズとのマッチングをはじめ、内外の大学や研究機関との
連携構築、知的財産の創出と技術移転、地域振興や異業種連
携の仲介、研究プロジェクトのマネージメント、ベンチャー
創業支援など、多岐に渡る専門家がいます。これら専門家に
は、企業などのニーズに合致する産総研の研究成果を発掘し、
展開させる構想力や、潜在的な企業や社会のニーズを顕在化
させる企画力が求められています。

　このシリーズは、このようなコーディネーションに携わる
専門家にその経験や熱意を率直に語ってもらい、それを通し
て産総研におけるイノベーション創出活動への理解を深めて
いただくことを目的としています。組織を支えるのは人です。
それぞれの専門家がどのようにプロジェクトにかかわり、何
をなし得たか、日々進化する活動の中で感じるさまざまな想
いをお伝えできればと思います。
　皆様方におかれましては、この紙面を通して産総研をます
ます身近に感じていただき、連携し活用いただけることに結
びつきましたら望外の喜びです。
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「産学官エキスパート研修」で講演する筆者（2009.9.25）

産学官連携コーディネータ　伊
い と う

藤 日
ひ で お

出男

産学官連携コーディネータへの道
　産学官連携コーディネータになるには、

（1）研究ユニットからの移籍
　（ユニット長、グループ長などから）

（2）産学官連携推進部門内からの選任
（3）OBからの採用
（4）外部からの採用
の4パターンがあります。
　私は、1984年に電子技術総合研究所に入所し、情報技術
研究部門の研究グループ長を経て2006年4月に産学官連携推
進部門の企業・大学連携室長になりました。そして、2009
年4月に産学官連携コーディネータになり、主に情報通信・
エレクトロニクス分野を担当しています。

産学官連携コーディネータのミッションとパッション
　産学官連携コーディネータのミッションとは、一言でいう
と産総研の使命である「技術を社会へ」の推進です。対外活動
では、大企業や大学などとの包括協定に関する具体的な分野
別共同研究の橋渡し、個別企業と具体的な共同研究の橋渡
し、産業技術連携推進会議の部会運営などを行います。所内
調整では、共同研究締結に関するガイドライン調整・技術内
容チェック、申請課題の審査、中小企業案件の取りまとめな
どを行います。
　パッションとしては、関係するさまざまなアクター（所内、
企業、大学、独法、自治体…）の顧客に連携を通して満足感
を与えたい、スター研究者（の卵）育成の一助になりたい、産
総研がハブとなって活躍できるような新たな連携研究企画を
作りたい、という想いがあります。

「理想的な産学官コーディネーション」の実現に向けて
　攻めのコーディネーションでは、新市場創生を見据えた産
学官連携体制の立案とネゴシエーション、幹部やスター研究
者などによるトップセールスなどをさらに強化することを目
指します。一方、受けのコーディネーションでは、連携構築
に向けて組織的に構築されたワンストップサービス体制の確
立、窓口（コールセンター、技術相談、展示会など）業務から
の情報の一本化・共有と機動的対応の実現を目指していきま
す。さらに、コーディネーション活動の支援施策として、ス
ター研究者の卵を育成支援する制度や、研究ユニットと研究

関連部門の積極的な交流推進がますます重要になると考えて
います。

コーディネーションに必要なスキル
　コーディネーションを行っていくためには、例えば以下の
ようなスキルが必要になります。

（1）将来の産業動向に関する先見性。将来の産業動向を踏ま
　　えた技術シーズやタイムスパンを的確に判断することが
　　必要となります。

（2） 企業ニーズや産業界の技術開発動向に関する情報収集、
　　企業などとの人脈および交渉術。

（3） 産総研内外や大学などの研究開発動向（特許を含む）に関
　　する情報収集、研究者などとの人脈およびコミュニケー
　　ション能力。広範な関連技術に関する情報収集や分野融
　　合的な案件の調整能力も必要です。

（4） 業界団体や、経済産業省などの政策立案サイドとの人脈、  
　　情報収集・交渉、政策提案。

（5）研究開発、企業との連携活動の企画立案・管理、研究開
　　発成果の高付加価値化。

（6）産総研内外の研究開発に関する諸制度の把握と的確な選
　　択。

（7） 研究開発に関連する法令、施策などの把握。
　私自身も全てを究めているわけではないので、これらの能
力を高めるために日々研

けんさん

鑽し、より効果的なコーディネー
ションを行っていく所存です。

今後のドリーム
　産総研内外から「名軍師」といわれ、「連携ではお世話になっ
た」と心から感謝されるようになりたいですね。
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　2009年11月20日につくば国際会議場
において、第20回つくば賞の表彰式が
行われました。
　つくば賞は、財団法人 茨城県科学
技術振興財団とつくばサイエンス･ア
カデミーが主催しているもので、茨城
県内において、科学技術に関する研究
に携わり、世界的に評価を受ける顕著
な研究成果を収めた者を表彰すること
により、科学技術の振興に寄与するこ
とを目的として創設された賞です。今
回、エレクトロニクス研究部門 スピ
ントロニクスグループの湯浅 新治グ
ループ長が、国立大学法人 大阪大学
大学院 基礎工学研究科の鈴木 義茂教
授（産総研 客員研究員）と共同で受
賞しました。
受賞テーマ:「MgOトンネル素子の巨大ト
ンネル磁気抵抗効果の実現と産業応用」

受賞内容：厚さ数ナノメートル以下
というきわめて薄い絶縁体層（トン
ネル障壁という）を2枚の強磁性金属
層で挟んだものを「磁気トンネル接合
（MTJ）素子」と呼び、両側の強磁性
層の磁化の向きがお互いに平行な場合
と反平行な場合で、MTJ素子の電気
抵抗が変化します。この現象はトンネ
ル磁気抵抗（TMR）効果と呼ばれ、
その電気抵抗の変化率（MR比とい
う）は応用上の性能指標になります。
TMR効果は、磁気センサー素子や記
憶素子（メモリー）に応用できるた
め、電子スピンを活用した「スピント
ロニクス」と呼ばれるエレクトロニク
スの新分野における最重要技術です。
　湯浅グループ長と鈴木教授は、トン
ネル障壁にこれまでのアモルファス酸
化アルミニウム（MR比が数10 ％）に

代えて、結晶性の酸化マグネシウム
（MgO）を用いると非常に大きなMR
比が得られるという理論予測に基づい
て実験を行い、2004年に室温で180 ％
という巨大なMR比を実現しました。
さらに、2005年には、製造装置メー
カーと共同で結晶MgO−MTJ素子の
量産技術の開発にも成功しました。
その後、この巨大TMR効果を用いた
製品開発が行われた結果、2007年に
ハードディスク（HDD）の磁気ヘッ
ド（MgO−TMRヘッド）として実用
化され、最近のHDDの飛躍的な大容
量化に大きく貢献しています。さらに
この技術は、大容量の不揮発メモリー
（MRAM）やマイクロ波発振素子な
ど次世代電子機器の画期的な省電力化
や高性能化などにつながると期待され
ています。

湯浅 新治スピントロニクスグループ長が第 20 回つくば賞を受賞

第 6 回バイオマス・アジアワークショップを開催
　第6回バイオマス・アジアワーク
ショップが、2009年11月18日～20
日、広島市において、農林水産省、
経済産業省、バイオマス・アジアリ
サーチコンソーシアムの共催により
開催されました。このワークショッ
プは、文部科学省 科学技術振興調整
費の支援のもとに、産総研を事務局
として開催されています。国際連合
食糧農業機関、同環境計画、アジア
開発銀行、東アジア・アセアン経済
研究センターの4国際機関と中国、
インドネシア、韓国、ラオス、マ
レーシア、フィリピン、タイ、ベト
ナム、日本の9ヶ国からの講演および
11ヶ国から250名の参加を得ました
（日本から202名、うち産総研から75
名が参加）。
　相澤益男 内閣府総合科学技術会議
議員、渡辺格 文部科学省科学技術・
学術政策局次長からご挨拶、主催側
から、飯山賢治 国際農林水産業研
究センター理事長、そしてバイオマ

ス・アジアリサーチコンソーシアム
を代表して野間口有 産総研理事長よ
り挨拶があり、また農林水産省、経
済産業省、環境省からキーノートス
ピーチをいただきました。その後、
特別講演に続く2日間の5つのセッ
ションでは、過去6年間のフィージビ
リティスタディおよびワークショッ
プを総括し、第2日目には、特別講
演1件を挟んで、直近3年間に行った
アジアにおけるバイオマス利活用の
3つのモデル；①マレーシア、イン
ドネシアを中心としたパームコンプ
レックスモデル、②タイ、ベトナム
を中心としたライス・シュガーコン
プレックスモデル、③主として中国
を想定したハイブリッド農業廃棄物
利用モデルについてのまとめと、そ
れらを取り巻くバイオマス生産やバ
イオ燃料の製造・標準化・持続性評
価の観点から総括的な討議が行われ
ました。最後のセッションでは、6
年間の活動の背景となったバイオマ

ス・アジア戦略についての総括とバ
イオマスタウン構想東アジア版の展
望について発表があり、パネルディ
スカッションを経て、アジアの持続
可能バイオマス利用技術開発に関す
るChair's Summaryがまとめられまし
た。
　最終日のテクニカルツアーでは、
呉市にある産総研中国センターのバ
イオマス研究センターの施設や、中
国センターが移転予定の東広島市の
産総研新施設などを見学しました。
参考URL：http://www.biomass-asia-
workshop.jp

野間口理事長の挨拶
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AIST Network

産総研発ベンチャーが累積で 100 社達成！

　ベンチャー開発センターでは、2009
年10月1日付で株式会社イーディー
ピー社に対し、産総研技術移転ベン
チャーの称号を付与いたしました。
　産総研では2001年度の独立行政法人
化以降、産総研が保有する技術シーズ
を活用し事業化を行うベンチャー企業
に対し、その事業化を促進させるた
め、各種支援措置を講じるとともに、
産総研技術移転ベンチャーの称号など
を付与してきましたが、2002年8月1日
付の1社目以降、約7年間で100社の創

業に至りました。また、産総研は第2
期中期計画における数値目標の一つ
として「第2期中期目標期間終了まで
に、第1期中期目標期間と通算して、
産総研発ベンチャーを100社以上起業
することを目指す」ことを掲げており
ましたが、今回の付与をもって当該目
標を達成することになりました。
　ベンチャー開発センターにおいて
は、「より成功確率の高いベンチャー
の創出」を目指し、さらに高度なベン
チャー創出・支援のプラットホーム形

成を推進していきます。

100社目の称号付与の模様（関西センター
にて。2009.10.9）

　2010年2月17日～19日の3日間、東京
ビックサイトにおいてnano tech 2010
（国際ナノテクノロジー総合展・技術
会議）が開催されます。この会議は、
ナノテクノロジーに関連する国内外の
最新の研究開発成果が発表される世界
最大規模の国際総合展であり、ナノバ
イオExpo 2010など、合計6展示会の
同時開催で行われます。技術シーズと
製品ニーズのマッチングの場として、
大きなビジネスチャンスを見込めるこ
とが特徴です。また、産総研のブース
では、アイキャッチ性のある分かりや

すい展示内容（見せる化）を心がけ、
遠方からも興味を引くのに有効なリア
ル感と立体感に富む三次元模型などを
多用します。展示テーマは、「イノ
ベーションに貢献する先進ナノテクノ
ロジー」をメインテーマに掲げ、
1）「一歩先を走るナノ炭素材料技術」
2）「独創的ナノ粒子の製造・評価技術」
3）「ナノ空間を利用した分離技術」
4）「ナノ空間を利用したエネルギー技術」
5）「人に関わるナノバイオ技術」
の5テーマ、15件の研究成果を選出し
て展示を行います。また、「ナノテク

の社会受容とリスク評価」や「つくば
ナノテク研究拠点」の取り組みについ
ても展示します。産総研は、ナノテク
ノロジー関連の国家プロジェクトを積
極的に推進しており、今回は最新の研
究成果を産総研展示ブースにおいて、
経済産業省が進めるプロジェクトの成
果をNEDO展示ブースにおいて紹介し
ます。2月17、18日の午後には、ブー
ス内において出展者によるプレゼン
テーションも行います。多くの方々の
ご来場をお待ちしております。
参考URL：http://www.nanotechexpo.jp/

nano tech 2010 開催

問い合わせ先

● は、産総研内の事務局です。

イベントの詳細と最新情報は、産総研のウェブサイト（イベント・講演会情報）に掲載しています
　http://www.aist.go.jp/

2010年1月　　2010年3月

イベントの詳細と最新情報は、産総研のウェブサイト（イベント・講演会情報）に掲載しています

EVENT Calender
期間 件名

 23日 シンポジウム「3E実現のための科学技術と人材育成ー若者に期待するー」 つくば 029-861-1206

 30日〜31日 産総研キャラバン2010みやざき　 宮崎 029-862-6214	 ●

 2日〜4日 ベンチャーフェアJapan2010 東京 03-5298-4715 ●

 3日〜4日 水素先端世界フォーラム2010 福岡 092-716-7116

 4日〜5日 産総研・産技連LS−BT合同発表会 つくば 029-861-9021 ●

 9日〜11日 新エネルギー技術シンポジウム つくば energy05＠m.aist.go.jp ●

開催地

2   February

3   March

1   January

12月10日現在
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表紙
上：圧力の遠隔校正用仲介器（p. 19）
下：「たいぞう」の外観（p. 21）

共同研究者と一緒に実験室にて

セルエンジニアリング研究部門では、「精密診断および再生医療による安全かつ
効果的な医療の実現」および「健康長寿の達成と質の高い生活の実現」に貢献する
ため、細胞機能計測・操作技術、細胞・組織利用技術の研究に重点をおいています。
分子創製研究グループでは、化学と生物物理学の融合的アプローチによって、細胞
内の生体分子の動きや情報伝達の流れを分子レベルで解析・制御する技術開発に取
り組んでいます。その中で田和さんは、微細加工技術を利用して、細胞や生体分子
の高感度蛍光イメージングができるバイオチップの開発に取り組んでいます。

微細加工基板を利用したバイオ界面の高感度蛍光計測技術の開発
セルエンジニアリング研究部門　分子創製研究グループ　田

た わ

和 圭
け い こ

子 （関西センター）

田和さんからひとこと
ライフサイエンス分野では高感度な蛍光検出が必要とされ、高感度カメラや高輝度光源、

高量子収率のプローブなどが利用されています。私は、表面プラズモン共鳴を用いた増強蛍
光法「SPFS」という高感度蛍光計測法の開発に携わっています。スライドガラスの代わり
に、波長レベルの凹凸の周期構造をもつ金属薄膜でコートされた基板を用いることで、基板
に結合したタンパク質や細胞の蛍光像を百倍以上明るく撮ることができました。観察装置や
基板の構造の最適化を行い、産総研内外と連携してバイオ系での実用化を目指して奮闘して
います。
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